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１ 策定の背景 

人口増加県であった本県においても、平成 26 年（2014 年）10 月１日現

在の人口（推計値）は前年比較で 48 年ぶりの減少となっており、既に人口

減少局面に入ったと推測されています。また、経済状況は、長期のデフレ

状態からようやく回復基調になってきていますが、これまでのような右肩

上がりの経済成長は望めない状況にあります。 

こうした中で、県では農業・水産業の基本計画である「しがの農業・水

産業新戦略プラン」を平成 23 年（2011 年）３月に策定し、平成 27 年度を

目標年次として、その達成に向けて取り組んできましたが、農業・水産業

を取り巻く環境が大きく変化する中で課題も多く残っています。 

一方、国においては、平成 25 年（2013 年）12 月に「農林水産業・地域

の活力創造プラン」（平成 26 年６月改定）が策定され、産業政策と地域

政策を車の両輪として推進することにより、若者たちが希望を持てる「強

い農林水産業」と「美しく活力ある農山漁村」を創り上げていくとされた

ところです。こうした方向を踏まえながら、「食料の安定供給の確保」、

「農業の持続的な発展」、「農村の振興」に関する施策などを柱とする新

たな食料・農業・農村基本計画※が平成 27 年３月に策定され、農政改革が

進められています。 

このように、本県の社会経済を取り巻く環境は大きく変化しています。 

こうしたことから、今後の中期的な施策の展開方向を示す新たな農業・

水産業の基本計画を策定するものです。 

 

２ 計画の性格 

   「滋賀県基本構想※」（平成 27 年 3 月策定）を上位計画とする農業・水

産業部門の基本計画（以下「計画」という。）として位置づけ、県の農政

の総合的な推進の指針としています。 

 

３ 計画期間 

   概ね 10 年後の本県農業・水産業の目指す姿を描くこととしますが、本

県農業・水産業を取り巻く社会・経済情勢の変化や政策を進める上での不

確実性等を考慮し、計画期間は、平成 28 年度（2016 年度）から平成 32

年度（2020 年度）までの５年間とします。 

 

４ 計画の進行管理・評価 

   計画では、具体的な数値目標を掲げ、その達成状況の把握や施策の評価 

Ⅰ 計画策定の趣旨 
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等を年度ごとに行い、計画の進行状況の管理を行うとともに、その結果を 

を公表します。 

また、本県の農業・水産業を取り巻く社会や経済、技術の状況変化のほ 

か、施策評価の結果や生産現場の声を踏まえて、施策の追加・見直しを行

うとともに、必要な場合は計画の見直しを検討するなど、柔軟な対応を図

ります。 
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１ 農業 

(1)担い手※ 

・ 水田農業を支える担い手の経営面積は拡大し、15ha 以上の経営体のシェ 

アが 21.3％（H22）と、平成 12 年からの 10 年間で 16.7 ポイント増加して 

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 米価の低迷（特に平成 26 年産）が続き、収益性が低下してきています。 

・ 大規模個別経営では、農地の分散により作業効率等が低下しています。 

また、土地持ち非農家の増加に伴い、集落での水路・農道等の維持管理体 

制の脆弱化により、その管理作業が経営の負担となってきています。 

・ 全国に先駆けて推進してきた集落営農※では法人化が進み、集落営農型 

法人数は 210 法人（H27.3）と、過去５年間で約３倍となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 集落営農型法人数の推移 (県農業経営課調べ) 

Ⅱ 現状と課題 

農業経営体規模別 農地面積集積割合 （農林水産省「農林業センサス」） 
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・ 構成員の参画意識が希薄化し、今後の役員やオペレーターの人手不足が

課題となっている集落営農組織が３～４割に上っています。（H25 実態調

査） 

・ 経営体質の強化では、生産に加え新たに６次産業化に取り組む意欲ある 

農業者が増えていますが、所得の向上につながる取組への支援が求められ 

ています。 

・  新規就農者は法人等への就職者を中心に増加し、過去５年間では、毎年 

100 名程度が新たに就農しています。大きく変化する経営環境にあって、 

求められる人材が多様化しており、それらに対応できる新規就農者の育

成・確保が必要です。 

・ 農業就業人口のうち、女性は 48.5％（H22）を占めていますが、農村社 

会では、組織の役員や経営主の大半を男性が占める状況にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)農業生産 

①水稲・麦類・大豆など土地利用型作物 

・ 主食用米の需要は、全国で毎年８万ｔずつ減少すると見込まれる中で、 

平成 30 年産米から行政による米の生産数量目標の配分が廃止されること 

から、農業者および農業者団体自らが近江米の安定的な需要を確保すると 

ともに、需要に応じた生産に取り組む体制づくりを進める必要があります。 

・ 本県は、近畿圏では唯一、消費量より生産量の多い、いわゆる米移出県 

であるため、近江米の需要量を確保するためには、県内需要の確保（地産 

地消）に加えて、県外における安定的な需要の確保を図る必要がありま 

す。 

 

 

 

 

農業就業人口（販売農家）の推移 （農林水産省「農林業センサス」） 
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・  主食用米の品質は、近年、高温などの異常気象により低迷しており、こ 

れに対応するため、技術改善を進めてきましたが、1 等米比率は全国平均 

を下回る年が多く、更なる技術改善や品種転換が必要となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 麦類は全国７位（うち小麦は全国４位：H26）、大豆は全国６位（H26） 

の作付が行われており、麦類・大豆ともに主産県となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水稲の作付面積と収穫量 （農林水産省「作物統計調査」） 

水稲の１等米比率 （農林水産省「穀物検査成績」） 

麦・大豆の生産状況 （農林水産省「作物統計調査」） 
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・ 麦類・大豆は、地域ぐるみの土地利用調整により団地化（ブロックロー 

テーション）が定着しており、その作付のほとんどが担い手に集積してい 

ます。（麦類：97.5%(H25)、大豆：93.6%(H25)） 

・ 大豆は、遺伝子組換えでない国産大豆の需要が伸びており、価格が高騰 

していることから、作付拡大が求められています。 

・ 収量・品質の安定化とともに生産コストの削減を図る大豆３００Ａ技術 

の取組は増加していますが、近年、単収が伸び悩んでおり、その原因解明 

や収量性の高い新品種の導入が必要となっています。 

・ 加工用米など非主食用米の作付面積は拡大しています（H21：611ha→

H25：1,764ha）。特に飼料用米※については、新たな食料・農業・農村基

本計画において、生産目標の大幅な拡大が示されています。（H25:11 万

トン→H37:110 万トン） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 主食用米の生産数量の減少に対応し、水田を有効活用するためには、本

県においても積極的な取組が必要ですが、麦や大豆の集団栽培を阻害しな

いよう、地域の実情に応じて推進する必要があります。 

・ 飼料用米は販売単価が極めて安いことから、省力化、単収向上、収量性

の高い品種の選定など生産コストの削減を進める必要があります。 

②野菜・果樹・花き・茶 

・  水田率が 92%と高く、土地利用型の水田作経営が中心であるため、野菜 

を水田農業における戦略作物※と位置づけ、野菜等園芸品目との複合経営 

を推進しています。 

・ 販売用野菜の作付面積は増加しているものの、依然として野菜、果樹、 

花きなど園芸作物の生産量が少ない状況にあることから、一層の生産拡大 

が必要です。（H25 年産出額：野菜 全国 45 位、花き 同 44 位、果樹 同 

47 位） 

非主食用米の取組面積 （県農業経営課調べ） 
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・  水田における野菜等園芸品目の生産は、湿害を受けやすく、収量、品質 

が不安定であることに加え、労力がかかるため、生産が伸び悩んでおり、 

生産性向上技術の開発や低コストで省力化の図れる機械、施設の導入が必 

要です。 

・  園芸品目については、地域（ＪＡ単位）、品目ごとの部会組織で産地が 

形成され、産地規模が小さいため、大型化する実需者ニーズへの対応が必 

要となっています。 

・  消費者の農産物に対する鮮度や安全・安心志向が高まっており、農産物 

直売所は賑わっている一方で、直売所の増加に伴い、他店と差別化でき、 

集客力のある目玉商品の開発、年間を通じた品揃えの充実が必要となって 

います。 

・  県内を訪れる観光客は増加傾向にあり、県の観光振興指針においては、 

滋賀ならではの「食」や「特産品」の一体的な魅力発信による観光ブラン 

ドの向上を目指しています。 

・  茶価の低迷を経営面積の拡大で補ってきましたが、茶園が分散している 

ため、効率的な作業が困難であり、茶園の集約化による効率的な経営が必 

要です。 

・  茶農家の後継者不足により、荒廃茶園の増加が懸念されます。 

・ １人当たりの茶購入量の減少に伴い、リーフ茶の需要が減少し、荒茶価 

格が低迷していることから、新たな需要の開拓が必要です。 

・  県外において、近江の茶の知名度は低い現状にあるため、認知度の向上 

が求められています。 

園芸作物の産出額の推移 （農林水産省「農業産出額および生産農業所得」） 
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 ③畜産 

・ 牛肉の産出額は 54 億円で、畜産全体の約５割を占めています。 

・ 肉用牛農家戸数は近年横ばい傾向にありますが、１戸当たりの飼養頭数 

は、北海道に次いで全国２位の規模となっています。 

・ 肉用牛のうち約７割を近江牛である和牛が占めており、飼養頭数は近年 

横ばい状況にあります。 

・ 平成 22 年の口蹄疫の発生や平成 23 年の東日本大震災の影響とともに、 

繁殖農家の高齢化による全国的な繁殖雌牛の減少が、和牛子牛の頭数不足 

と価格の高騰を招き、繁殖用、肥育用ともに子牛の確保が難しくなってい 

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 酪農の産出額は 26 億円と畜産全体の 23％を占めていますが、高齢化と 

後継者不足から農家戸数（H22：80 戸→H26：68 戸）、飼養頭数（H22： 

4,129 頭→H26：3,536 頭）ともに大幅に減少し、生乳生産量が減少してい 

ます。（H22：24,191ｔ→H26：22,775ｔ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

肉用牛の飼育状況（県畜産課調べ） 
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・ 世界的な穀物需給や外国為替相場等により配合飼料価格が高水準で推移 

し、輸入飼料に依存する畜産経営の収益性が低下しています。加えて、輸 

入粗飼料※の価格も上昇しており、酪農経営や肉用牛経営を圧迫していま 

す。 

・ 今後は、水田を活用した自給飼料※の生産・利用の一層の拡大を進める 

とともに、近江牛の増頭のためには、繁殖・肥育一貫経営※の推進だけで 

なく、酪農経営の強化と乳用牛への受精卵移植技術※を活用した和牛子牛 

の県内確保に取り組む必要があります。併せて、他産地との差別化を図る 

ため、近江牛のブランド力の強化が必要です。 

・  養豚経営の産出額は６億円あり、一部ではプライベートブランド※とし 

て有利販売を展開しています。 

・ 養鶏は、鶏卵・鶏肉ともに県内販売を主体とする地産地消※の強みを活 

かした経営となっています。また、本県特産の「近江しゃも※」が生産・ 

販売されています。 

・ 今後、養豚および養鶏経営においてはエコフィード※の一層の利用促進、 

飼料用米の利用等の地産地消の取組を進める必要があります。 

・ 飼料や生産資材の調達、畜産物の加工・流通・販売など多くの関係者で 

成り立っている畜産経営においては、生産者と地域の関係者との連携が必 

要となっています。 

・ 高病原性鳥インフルエンザ※や口蹄疫※等の家畜伝染病のリスクが世界 

的に高まっているため、飼養衛生管理水準の向上による発生予防対策の徹 

底と発生時のまん延防止体制の整備等、危機管理体制の強化を図る必要が 

あります。 

肉用牛の飼育状況の内訳（県畜産課調べ） 
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・ 家畜の快適性に配慮し、適正な環境で飼養することは、病気の発生を予 

防し、生産性の向上につながるため、我が国の実態に対応して示されたア 

ニマルウェルフェア※の指針の周知・普及を図る必要があります。 

・ 生産段階における畜産物の安全性向上および家畜の疾病予防の観点だけ 

でなく、販売先や輸出先への訴求力を高めるため、農場ＨＡＣＣＰ※の普 

及・定着を推進する必要があります。 

・ 酪農および肉用牛の飼養技術の高度化と大規模化に対応するため、経営 

規模に応じて、ロボット等の省力化機械の計画的な導入を進める必要があ 

ります。 

・ より精密な管理が求められる繁殖管理に、ＩＣＴ※を活用した高度な飼 

養管理システムを開発し、導入する必要があります。 

 

(3)生産基盤 

・ 本県では、基幹水利施設※として農業用ダムや揚排水機場などが 125 箇 

所、末端の水利施設を含めた農業用の用排水路は、総延長で約 13,000km 

が整備され、水田農業を支えています。 

・ 施設の多くは、整備後 30 年以上が経過するなど、老朽化が進行し、揚 

水機の緊急停止や漏水事故などの突発的な事故が多発しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 本県では琵琶湖を水源とする施設が多く、漏水事故などが発生すれば、 

農業生産だけでなく、地域住民の生活にも影響を及ぼすことが懸念される 

ことから、効率的かつ計画的な保全更新対策の推進が求められています。 
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・ 担い手に農地を集積するため、区画拡大や暗きょ排水の整備、末端の用 

排水路の補修等、地域の実情に応じた生産基盤の保全・整備が必要です。 

・ 基幹的な農業水利施設は、主に土地改良区によって適切に管理され、安 

定的に農業用水を供給していますが、農業者の減少、高齢化、混住化※が 

進行し、施設の維持管理体制が脆弱化してきています。 

・ 米価の低迷や土地持ち非農家の増加、電気料金の値上げなどの社会情勢 

の変化等により土地改良区の運営はひっ迫し、農家負担の増高が懸念され 

ることから、合理的な水利用等による省エネ・省力型の施設管理を行うこ 

とが求められています。 

・ 農地の集積・集約化や作付体系の変化等、多様化する水田農業に対応す 

る施設管理が求められています。 

・ 本県の耕作放棄地（荒廃農地）は、中山間の条件不利地を中心に発生し 

ていますが、担い手不足や獣害などからその解消は進んでおらず、更なる 

発生が懸念されることから、耕作放棄地の解消と発生防止が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)消費・流通 

・ 「おいしが うれしが」キャンペーン※の登録店舗数が年々増加するなど 

地産地消の取組が進んでいます。 

荒廃農地面積（農用地区域内）の推移（農林水産省「荒廃農地の発生・解消に関する調査」） 
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・ 近江米、近江牛、近江の茶および湖魚を県産農畜水産物の主要品目とし 

て県外に発信し、ブランド化を推進していますが、近江米は近畿圏以外で、 

近江の茶や湖魚は県外で、認知度が低い状況にあります。 

・  県内における環境こだわり農産物※の認知度は向上しつつありますが、 

認知度の更なる向上と需要の拡大が必要です。（県政世論調査 H22：36.1% 

→H26：43.5%） 

・ 「秋の詩※」など県独自品種の作付割合は横ばい状況にあり、「みずかが 

み※」など県育成品種の作付拡大が必要です。（H21：15%→H26：16%） 

・ 県内卸売市場の県産野菜の入荷率は、生産量が伸びないこともあり、低 

迷しています。（H19：24.9%→H24：26.1%） 

・ 近江牛等県産食肉の生産流通拠点である滋賀食肉センター※は、と畜頭

数の伸び悩み等により厳しい経営状況が続いています。また、施設・設備

について大規模な更新が必要な時期を迎えています。 

・ ニゴロブナなどの湖魚については、これまでの不漁や魚食離れも相まっ 

て市場が縮小し、需要が伸び悩んでいることから、水産物の流通・消費拡 

大が必要となっています。 

・  ＧＡＰ※（農業生産工程管理）の取組組織数は増加しています。 

（H21：51 組織→H26：126 組織） 

・  滋賀食肉センターでは、衛生管理にＨＡＣＣＰ※手法を取り入れ、安全・ 

安心な食肉を消費者に安定供給しています。 

 

(5)環境保全 

・ 化学合成農薬の使用量は平成 12 年度の約６割に減少しましたが、近年 

「おいしが うれしが」キャンペーン登録店舗数の推移 （県食のブランド推進課調べ） 
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は横ばいで推移しています。 

・ 魚のゆりかご水田など「豊かな生きものを育む水田」の取組面積は増加 

しています。（H21：111ha→H26：221ha） 

・ 環境こだわり農産物の栽培面積は、近年伸び悩みの状況にあり、取組を 

更に拡大する必要があります。（環境こだわり米の作付面積割合 H21：33% 

→H26：41%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 環境こだわり農業や流域単位での農業排水対策に取り組んでいるものの、 

代かき・田植期の河川の透視度※は近年横ばい状況にあり、引き続き対策 

を講じる必要があります。（流域単位での農業排水対策取組面積 H21： 

14,978ha→H25：16,145ha） 

・ 耕畜連携※による家畜ふん堆肥の利用率は、平成 27 年度目標 80%に対し 

て 67%（H26）となっているため、環境こだわり農業をより一層推進する中 

で、積極的に活用することが必要です。 

・ 飼料自給率を向上させることで、飼料輸送に伴う化石燃料の節減に寄与 

できるため、消費者理解の醸成のもとで、飼料用米や稲ＷＣＳ※（稲発酵 

粗飼料）の利用を促進することが必要です。 

・ 近江牛の貴重な飼料である稲わらの県内自給率は約 7 割であり、地域産 

資源の一層の活用が必要となっています。 

・ 水産有害生物※の駆除により、外来魚の生息量は減少していますが、在 

来魚の回復のためには、更なる駆除が必要です。（外来魚生息量 H20： 

1,400 トン→H25：916 トン） 

・ 低炭素社会※の実現に向け、水田からのメタン発生を抑制する営農の拡大 

環境こだわり農産物栽培面積と化学合成農薬使用量の推移 （県農業経営課調べ） 

※H12 使用量を 100 とした場合 

農薬使用量※ 
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など温室効果ガス※の排出削減の取組が引き続き必要です。 

 

２ 水産業 

・ ニゴロブナの漁獲量は平成 22 年には 24 トンに減少したものの、平成 

25 年には 39 トンまで増加し、ホンモロコは平成 20 年の 10 トンから平成 

25 年には 16 トンまで増加するなど、一部の魚種では増加の兆しが見られ 

ます。しかし、漁獲量の４割を占めるアユなどが減少しているため、琵琶 

湖漁業全体の漁獲量は減少傾向にあります。（琵琶湖漁業の漁獲量 H20： 

1,368t→H25：871t） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 在来魚介類※の資源が著しく減少しているため、種苗放流によって資源 

を補うことが必要となっています。 

・ 減少した在来魚介類の産卵繁殖場を回復させるため、湖辺のヨシ帯や湖 

底の砂地の造成を進めてきましたが、更なる造成や再生産の助長が必要 

となっています。（砂地造成※H21：13.5ha→H26：51.0ha） 

・ とりわけ琵琶湖南湖では、水草の異常繁茂が原因で湖底の泥化や貧酸素 

化が進み、セタシジミやホンモロコ稚魚の生息環境が悪化しているため、 

水草の繁茂抑制や湖底環境の改善が必要となっています。 

・ 外来魚※については、漁業者が行う刺網※や小型定置網などによる駆除 

に加え、電気ショッカーボート※などを用いた効率的な駆除に取り組んだ 

結果、生息量は減少傾向にありますが、在来魚の回復のためには、更なる 

駆除が必要となっています。（外来魚生息量 H20：1,400t→H25：916t） 

・ カワウについては、エアライフル※などの銃器による個体数調整に取り 

組んだ結果、春の生息数は減少傾向にありますが、漁業被害の低減のため 

には、更なる駆除が必要となっています。（H20：37,865 羽→H26：8,429 

羽） 

琵琶湖漁業の漁獲量（外来魚を除く）の推移 （近畿農政局「近畿農林水産統計年報」） 
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・ 在来魚介類の資源回復を促進するため、親魚を獲り残すことで再生産を 

確保する資源管理型漁業※の推進が必要となっています。 

・ 琵琶湖漁業の就業者は減少しており、新規就業者※の確保が必要となっ 

ています。（H20：824 人→H25：687 人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 河川等の内水面漁業では、遊漁者※の減少や漁場環境の悪化などにより、 

漁業協同組合の経営が悪化していることから、遊漁者を増やすことが求め 

られています。 

・ 本県ならではのビワマスや淡水真珠などの需要が高まりつつあるため、 

これら魚介類の養殖の振興が必要となっています。 

 

３ 農村・漁村 

・ 農家数の減少や農業従事者の高齢化、土地持ち非農家の増加に伴い、水 

路や農道を維持管理する共同活動や集落行事への参加率が低下するなど、 

農業への関心が薄れ、農村の集落機能が低下してきています。 

・ 集落機能の高さを示す指標の一つである「集落内の寄り合い回数」は、 

年間平均 17.8 回と全国で最も多い状況にあります。 

・ 世代をつなぐ農村まるごと保全向上対策※は、県、市町、県土地改良事 

業団体連合会などで構成する地域協議会が中心的な役割を担い、事業推進 

を図ってきた結果、農振農用地※全体の３分の２で取り組まれ、全国第３ 

位の取組率となっています。 

・ 中山間地域※など生産条件の不利な地域では、過疎化や高齢化の進行に 

より、農業生産活動の継続だけでなく、集落共同活動をいかに維持してい 

くかが課題となっています。 

漁業就業者数の推移 （近畿農政局「漁業センサス結果報告書」） 
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・ 野生獣による農作物の被害額は、減少しているものの依然高い水準にあ 

り、獣害対策に取り組む集落を拡大することが必要です。（H24：347 百万

円→H25：227 百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 都市と農村との交流による農業体験者数は、体験活動のメニューの充実 

や県の情報発信などにより年々増加傾向にありますが、農村地域では人口 

減少や高齢化が先行して進んでいることから、受入れ体制の整備が必要で 

す。 

・ 近年の大規模地震や集中豪雨による被害が頻発していることから、決壊 

すると重大な被害を及ぼす恐れのあるため池については、防災・減災対策 

の推進が必要です。 

・ 県内には、13 箇所の耐震化の必要な農道橋があり、防災・減災対策が 

求められています。 

 

４ 現行プラン策定後に生じた新たな課題 

(1)農政改革の進展 

・ 「強い農林水産業」とともに「美しく活力ある農山漁村」を創り上げ、 

農業・農村全体の所得を今後 10 年間で倍増させることを目指して、国に 

おいて「農林水産業・地域の活力創造プラン」が策定され、この方向に沿 

って農政改革が進められています。 

・ 国の農政改革に伴い、次のような新たな課題への対応が必要となってい 

ます。 

○農地中間管理機構※等の活用による担い手への農地の集積・集約化 

○米の直接支払交付金の廃止（平成 30 年産から） 

○米政策の見直しに伴う需要に応じた作付け（平成 30 年産から行政に 

よる米の生産数量目標の配分廃止） 

被害金額（千円） 

主な野生獣による農作物被害金額の推移 （県農業経営課調べ） 
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(2)ＴＰＰ交渉の大筋合意等への対応 

・ 平成 27 年 10 月５日にＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ協定）交渉参 

加 12 カ国は、閣僚会合において協定の大筋合意に至りました。 

・ 大筋合意内容では、米、麦、牛肉・豚肉、乳製品、甘味資源作物といっ 

た重要５品目を中心に、関税撤廃の例外、国家貿易制度の維持、セーフガ

ードや関税削減期間の長期化等の措置が確保されている一方で、生産者等 

への影響が懸念されるところです。 

・ 今後、本県農業・水産業への影響を見極めつつ、国において実施される 

国内対策への対応等が必要となっています。 

・ 平成 27 年１月の日豪ＥＰＡの発効に伴い、牛肉、豚肉等畜産物の関税 

が段階的に引き下げられることとなっています。 

 

(3)「琵琶湖の保全及び再生に関する法律」施行への対応 

・ 平成 27 年９月に「琵琶湖の保全及び再生に関する法律」（以下「琵琶 

湖保全再生法」という。）が成立しました。 

・ 琵琶湖保全再生法では、琵琶湖保全再生施策に関する計画を定めること 

ができるとされており、実効性のある計画策定が必要となっています。 

・  琵琶湖保全再生法に基づき、琵琶湖の保全・再生を図るために、南湖の

水草の抜本的な除去対策、外来動植物による被害防止のための適確な防除、

水産資源の回復、農業水利施設の適切な保全対策などを重点的に推進して

いく必要があります。 

 

(4)人口減少への対応・地方創生への取組 

・ 平成 26 年 10 月の推計人口の前年比較から、本県においても人口減少局 

 面に入ったと推測されています。 

・ 人口減少が先行している農村・漁村地域において、本格的な人口減少に 

対応した地方創生への取組が必要となっています。 
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目指す姿（総括） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本県農業・水産業の概ね 10 年後（2025 年度）の目指す姿を、産業振興と

地域づくり、環境配慮の３つの視点から詳しく描きます。 

これら３つの視点は、農業者、漁業者をはじめ、県民全体が原動力となり、

歯車のようにかみ合いながら進む姿を目指します。 

 

Ⅲ 本県農業・水産業の目指す姿 

琵琶湖をはじめとする環境との調和を図りながら、需要に即した安

全・安心な農畜水産物を安定的に生産・供給できる、産業として競争力

のある農業・水産業が確立されています。 

また、農村・漁村が有する農地等の地域資源が適切に保全され、多面

的機能※が維持発揮されるとともに、多様な人の参画のもとで魅力と活力

のある地域づくりが進められています。 

こうしたことを通じて、県土の保全や先人が守り育ててきた琵琶湖を

はじめとする美しい自然、近江の文化・風土の継承につながっています。

さらに、環境こだわり農業※に代表されるように、人々の営みと琵琶湖な

ど環境との調和を目指した取組の積み重ねを通じて、県内で生産される

農畜水産物の価値が理解され、県内外からの評価が高まっています。 

地域づくり 

の視点 
産業振興 

の視点 

環境配慮 

の視点 
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１ 産業振興の視点 

（人づくり） 

・ 女性や若者をはじめ、農業・水産業を営む意欲あふれる多様な人材が確

保され、地域との連携・協力のもとで、担い手による力強い持続的な経営

が展開されています。また、小規模・副業経営など多様な農業者や漁業者

が生産活動を行っています。 

（ものづくり） 

・ 県内農地の大半を占める水田が最大限に活用され、水稲と麦・大豆、野

菜等を組み合わせた生産性の高い水田農業が確立されています。また、市

場や消費者の需要に即して、より安全で安心な農畜水産物がコストの削減

を図りながら、安定的に生産・供給されています。 

・ 近江米、近江牛、近江の茶、湖魚のほか、近江の野菜などの魅力が広く

県外に、さらに海外へ発信され、ブランド力が高まっています。県内では、

生産者と消費者の結びつきが強まり、地産地消の取組が広がっています。 

（場づくり※） 

・ 地域における話し合いにより、耕作者や土地持ち非農家等の相互理解の

もとで、農業水利施設などの生産基盤が良好な状態で維持・保全されてい

ます。また、琵琶湖における漁場や産卵繁殖場が適切に保全されています。 

 

２ 地域づくりの視点 

・ 耕作者だけでなく、土地持ち非農家や地域住民など多様な主体が地域の

実情に応じた将来像を話し合い、役割分担しながら農地等の地域資源の保

全に取り組んでいます。 

・ 福祉や教育、観光などの他分野との連携のもとで、「食」や「農」を通

じたさまざまな交流活動が展開されるとともに、農村・漁村の持つ豊かな

地域資源を活用して新たな価値が生み出されています。 

 

３ 環境配慮の視点 

・ 環境こだわり農業が定着し、環境に配慮した生産活動や生物多様性※を 

守るための活動が広く行われています。琵琶湖や内湖※においては、水草

や外来魚対策等が進み、豊かな水産資源が保全されています。 
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  新たな課題への対応 

農地中間管理事業の実施や経営所得安定対策の見直し、米政策改革の実施な

ど農政改革の進展をはじめ、ＴＰＰ交渉の大筋合意、琵琶湖保全再生法の施行、

人口減少・地方創生など新たな課題への対応が求められています。 

このため、産業振興、地域づくり、環境配慮の３つの視点から、特にこれら

の課題に対応していくため、以下の取組を推進します。 

 

○産業振興の視点 

本県の農畜水産物には、長年培われた特別な生産方法や気候・風土・土壌

などの生産地の特性により、高い品質と評価を獲得するに至った産品が多く

存在しています。そこで、地理的表示保護制度（ＧＩ）※を積極的に活用す

ることにより、ブランド力を強化し、県産農畜水産物の魅力発信と消費拡大

を図るとともに、海外への輸出拡大を促進します。 

また、６次産業化※、農商工連携※、観光事業者との連携など経営の多角化

を図り、担い手の経営体質の強化を進めます。そのためには、求められる人

材も多様化しており、これらに対応できる新規就業者の確保・育成を図りま

す。 

本県の基幹作物である米については、集荷業者等と卸売業者や実需者との

収獲前契約※の促進および契約に基づく生産者からの買取集荷※を促進しま

す。近江牛については、子牛の哺育・育成や繁殖雌牛の管理を一元的に担う

生産拠点施設（キャトル・ブリーディング・ステーション）の整備を進めま

す。 

さらに、水田農業の担い手の経営が持続的に発展していくために、地域農

業戦略指針※に基づき、集落自らが将来の農業・農村の目指す姿を描き、そ

の実現のための話し合いを関係機関・団体と一体的に進め、集落リーダーの

育成、専門家の派遣、普及事業※等により集落の実践を支援します。 

 

○地域づくりの視点・環境配慮の視点 

農業水利システムと魚のゆりかご水田※等が織りなす琵琶湖と共生する滋

賀の環境こだわり農業などについて、県独自の農業システムとして「世界農

業遺産※」の認定を目指した取組を促進します。 

また、琵琶湖保全再生法の施行に伴い、琵琶湖漁業の振興や環境こだわり

農業の推進など、農業・水産業振興施策を通じて、琵琶湖の保全および再生

に貢献できるよう積極的に取り組みます。 

 

Ⅳ 重点政策 
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目指す姿を実現するための重点政策の施策体系 

１０年後の目指す姿を実現するため、３つの視点から重点政策を立て、今後５年間で

重点的に取り組む施策を体系で示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)元気な担い手による魅力ある経営の展開

(2)戦略的な農畜水産物の生産振興

(3)農畜水産物の魅力発信と消費の拡大

(4)担い手と地域を支える良好な生産基盤の保全

(2)農村・漁村の持つ地域資源の活用

(1)多様な主体による農地等の維持保全

①競争力のある担い手の育成

②農業・水産業の新たな人材の確保・育成

③地域農業戦略指針に基づく担い手を支える集落の仕組みづくり

④農業・農村で活躍する意欲的な女性の育成と経営参画の促進

①みずかがみの産地化と攻めの近江米振興

②地域特性に応じた戦略作物の本作化による水田のフル活用

③マーケットインの視点からの野菜等園芸作物や近江の茶の生産振興

④近江牛など畜産の振興と飼料自給率の向上

⑤琵琶湖漁業の資源量の回復と養殖業の振興

⑥安全・安心な農畜水産物の生産

⑦ICT（情報通信技術）等新技術の活用

①県産農畜水産物の認知度向上と販路拡大

②環境こだわり農産物の理解促進と付加価値の向上

③「おいしが うれしが」キャンペーンなど地産地消の推進

①農業水利施設のアセットマネジメントの推進

②農地の利用条件の整備

③水田農業を守る農業水利施設の適正管理

④在来魚介類の産卵・繁殖場などの整備・保全

①地域農業戦略指針に基づく魅力ある農村の創出

②地域ぐるみの取組による農地や水路・農道・環境の保全

③中山間地域の生産活動の維持

④農村・漁村地域の防災・減災対策の推進

⑤鳥獣害のない集落づくり

⑥耕作放棄地の発生防止と再生利用の推進

①多様な交流活動の促進による魅力ある地域づくり

②農村・漁村の新たな価値の創出

③都市的地域の特性を生かした農業の振興

①環境こだわり農業の更なる推進

②琵琶湖や水田等の生物多様性の保全

③琵琶湖環境研究推進機構による研究と成果の活用

④資源活用により環境保全に貢献する畜産業の推進

１ 力強い農業・水産業の確立

３ 琵琶湖をはじめとする環境に配慮した農業・水産業の展開

２ 誰もが暮らしやすい活力ある農村・漁村の振興

目

指

す

姿

地域づくりの視点

産業振興の視点

環境配慮の視点
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（１）元気な担い手による魅力ある経営の展開  

①競争力のある担い手の育成 

 

 

 

    

・ 経営体質の強化に向けた複合化や法人化、集落営農型法人※の広域化  

 などへの支援の充実 

・ 稲ＷＣＳ等のコントラクター※（作業受託組織）の充実・強化 

・ ６次産業化に取り組む農業者・漁業者の拡大と所得向上の実現に向け 

 た支援 

・ 農業者・漁業者と商工・観光事業者等との連携の促進 

・ 集落の話し合いの推進により、担い手（個別経営※、集落営農組織※） 

 への農地の集積を促進 

・ 農地中間管理機構の活用により、企業を含めた新規参入者※に対する 

 農地の貸付けを推進 

・ 担い手確保が困難な地域で農業を継続する仕組みづくりを支援 

・ 普及事業・試験研究による技術・経営革新を総合的に支援 

 

 ②農業・水産業の新たな人材の確保・育成 

   

 

 

 

 

 

 

 

・ 「たんぼのこ」などの農業体験や食育※、琵琶湖漁業・食文化の出前 

授業等を通じた子どもの頃からの農業・水産業と触れ合う機会づくりを 

支援 

・ 新たな人材の確保に向け、教育機関との連携を強め、中学生、高校生、 

 大学生等の農業体験等を通じた職業選択の意識を喚起 

・ 農業大学校における専門技術や経営の学習の充実と就農支援 

１ 力強い農業・水産業の確立 

複合化、６次産業化など経営の高度化および農地の集積等による生産コ

ストの低減、作業の効率化を進めることにより、収益の増加を図り、競

争力のある担い手を育成します。 

子どもの頃から成長段階に応じて、ものを育て、命を育み、いただく、

五感で感じる体験活動と農業・水産業に誇りを持って取り組む将来の担

い手づくりを進めます。 

体験等を通じた就業意欲の喚起から就業相談、技術の習得、さらに就

業後の定着を図るための技術・経営指導まで、切れ目のない対策を講じ、

経営を取り巻く環境に対応できる多様な新規就業者の確保・育成を図り

ます。 
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・ 県内大学生等の農業法人等へのインターンシップ※の推進 

・ 就農希望者に対する就農・就職等に関する情報提供や相談活動、就農 

準備への支援 

・ 新たな漁業就業者の確保に向け、必要な技術や知識の習得機会を提供 

するための実地研修などを実施 

・ 農業法人等への就職を促進するためのマッチング機会の充実 

・ 普及事業による新規就農者※の定着に向けた技術・経営指導の充実  

   

③地域農業戦略指針に基づく担い手を支える集落の仕組みづくり 

    

 

 

   

・ 集落自らが地域の実情に応じた将来の農業・農村の姿を描きその実現 

に向けた話し合いが行われるよう、関係機関・団体と一体となって支援 

・ 集落リーダーの育成、専門家の派遣、普及事業等による集落の実践 

支援 

    

   ④農業・農村で活躍する意欲的な女性の育成と経営参画の促進 

 

 

 

 

・ 女性の感性や能力を生かしたアグリビジネス※の取組や起業への支援 

・ 経営者能力を有する女性の育成 

・ 地域において、生産・販売・加工などの分野で女性の経営者能力を発 

揮できる農業法人の育成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

集落の話し合いに基づいて、担い手をはじめ、集落の農業者と住民が

互いに支え合い、地域農業の持続・発展と「農」による地域再生を目指

す活動が実践されるよう支援します。 

生活者や消費者の目線でアイデア豊富な女性が、その感性を農業経営

で発揮できる場づくりと、農業・農村の活性化に向けた取組を推進しま

す。 

■平成32年度（2020年度）を目標とする成果指標

現状（H26） ➡ 目標（H32）

－集落 ➡ 800集落（H28～H32の累計）

520人（H22～H26の累計） ➡ 500人（H28～H32の累計）

４人（H22～H26の累計） ➡ 10人（H28～H32の累計）

1 地域農業戦略指針に基づき、今後の農業・農村の目指す姿について話し合いを行った集落数

2 新規就農者数

3 新規漁業就業者数

成果指標
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（２）戦略的な農畜水産物の生産振興  

 ①「みずかがみ」の産地化と攻めの近江米振興 

 

 

 

 

・ 高品質でおいしい「みずかがみ」の産地（(一財)日本穀物検定協会の 

食味ランキング※における特Ａ）体制の確立を支援 

・ 主力品種の「コシヒカリ」および「秋の詩」の特Ａの取得 

・ 高温に強く、食味および外観ともに品質の高い新品種の育成 

・ 新たな需要を切り拓く滋賀ならではの特色ある米づくりの支援 

・ 集荷業者等と卸売業者や実需者との収穫前契約（安定取引）の促進お 

 よび契約に基づく生産者からの買取集荷の促進 

    

  ②地域特性に応じた戦略作物の本作※化による水田のフル活用 

 

 

 

 

・ 集落を基本とする地域ぐるみによる土地利用調整（麦をはじめとする 

畑作物の団地化）の維持に対する支援 

・ パン・中華めんなど新たな需要への対応と品質、収量性に優れた麦・ 

大豆の新品種を選定し、導入を支援 

・ 国産に対する需要が多い大豆の作付拡大の推進 

・ 大豆３００Ａ※技術など戦略作物の省力化・収量向上技術の指導推進 

・ 播種前契約※に基づく麦類の安定生産の推進 

・ 麦・大豆の不適地等に対する飼料用米等の作付推進 

・ 主食用米品種からの飼料用途向け多収性品種の選定 

・ 水田への新規品目の導入と新たなマッチングの検討 

 

③マーケットインの視点からの野菜等園芸作物や近江の茶の生産振興 

ア 野菜等園芸作物 

 

 

 

 

 

 

「みずかがみ」の産地化をはじめ、県内外の需要を切り拓く滋賀なら

ではの特色ある米づくりを進めるとともに、収穫前契約や買取集荷を進

めることにより、本県産の主食用米の安定生産を図ります。 

都市近郊の立地条件を生かし、生産物を都市へ出荷する「市場出荷 

型園芸」と消費者が来訪する「誘客型園芸」の２本柱で本県の園芸を振

興します。 

契約栽培を基本として、地域の特性に応じた麦・大豆や飼料用米等の

戦略作物の本作化を進めるとともに、品質・収量の改善および省力化を

進めることにより、水田のフル活用を図ります。 
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（ア） 市場出荷型園芸※の推進 

・ 契約取引等、実需者や市場への出荷を目指した水田における野菜や果 

樹、花きの作付けを推進 

・ 生産性の向上を目指した栽培技術の開発や低コストで省力化の図れる 

機械、施設の導入を促進 

・ ＪＡグループとの協定の「野菜や果樹などの園芸作物の生産振興に関 

すること」に基づく「園芸農産振興協議会※」を活用した複数ＪＡの連 

携による広域型産地の育成を支援 

 

（イ）誘客型園芸※の推進 

・ 環境こだわり栽培で野菜、果樹を少量多品目生産し、地場供給する 

「しが型産地」※の育成を支援 

・ 集客力のある伝統野菜※や果樹等の生産拡大を推進 

・ 直売所の活性化を目的とした野菜、花きの少量土壌培地耕※や果樹の 

 ポット栽培※等マニュアル化された栽培技術の活用と新たな担い手によ

る園芸品目生産の推進 

・ 四季を通じて開園する観光農園の設置の推進と誘客に向けたＰＲ等の 

展開 

 

イ 茶 

 

 

 

 

・ 茶園の流動化・集約化を進めるため、生産者組織等が利用調整を行う 

体制の構築を推進し、担い手への効率的な茶園集積を促進 

・ 荒茶加工施設の整備・集約化による大規模経営体の育成を支援 

・ 新規就農者（就職就農者※）確保の受け皿となる大規模経営体の育成 

 を推進 

・ 作業効率向上のための茶園整備等による生産性向上の推進と計画的な 

改植、有望品種の導入を支援 

・ 茶商業者との連携による消費者ニーズに対応した新たな茶種の生産拡 

大および茶の機能性※を生かした新商品開発の支援 

・ 輸出に対応できる近江の茶の生産・流通体制の整備の促進 

・ 首都圏における認知度の向上を図るため、近江の茶の販売を支援 

 

 

 

茶生産者の経営発展に向けた産地の構造改革を進めるとともに、新た

な需要の創出を図ることにより、高品質な近江の茶としての販路の拡大

を図ります。 
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④近江牛など畜産の振興と飼料自給率の向上 

 

 

 

 

・ 繁殖・肥育一貫経営の推進と近江牛の子牛の哺育・育成や繁殖雌牛の 

 管理を一元的に担う生産拠点施設（キャトル・ブリーディング・ステー 

 ション）の整備による繁殖素牛および肥育素牛※の県内確保と近江牛の 

 出荷頭数の拡大 

・ 性判別技術や受精卵移植技術の活用による計画的な乳用後継牛の確保 

と和牛子牛生産の拡大 

・ 牛群検定※を積極的に活用した乳用牛の生産性向上の支援 

・ 関係事業者とのマッチングによる資源循環型養豚の推進 

・ 直売、加工販売の充実による鶏卵・鶏肉の地産地消の取組の推進 

・ 畜産農家による自給飼料の生産利用とともに、飼料用米や稲ＷＣＳの 

生産、流通・保管、利用の拡大による耕畜連携の促進 

・ 規格外農産物など地域産穀物の飼料化をはじめ、エコフィードの利用 

促進による飼料にこだわった畜産物づくりの推進 

・ 畜産農家と地域の関係事業者が連携・結集し、地域ぐるみで高収益型 

畜産を実現するための体制である畜産クラスター※を活用した畜産の収 

益性向上の取組の推進 

・ 近江牛等県産食肉の生産流通拠点である滋賀食肉センターの経営健全 

化に向けた取組の支援 

 

⑤琵琶湖漁業の資源量の回復と養殖業の振興 

 

 

 

 

・ アユ資源の安定を図るためのアユ資源の早期把握による人工河川※の 

 効率的な運用 

・ 産卵場や生息場の環境悪化などによって減少した天然資源を補うため、 

在来魚介類の種苗放流※を実施 

・ ニゴロブナをはじめとする在来魚の食害を低減するため、外来魚駆除 

を実施 

・ アユをはじめとする在来魚の食害を低減するため、カワウ駆除を実施 

・ セタシジミやホンモロコ稚魚の生息環境を改善するため、水草刈取り 

や湖底耕うん※、水草を食べるワタカの放流を実施 

琵琶湖漁業の漁獲量を回復させるため、効果的な種苗放流や水産有害

生物の駆除、産卵繁殖環境の改善などに取り組み、在来魚介類の資源量

の増加を図ります。 

近江牛や酪農の生産基盤強化、資源循環型養豚※や鶏卵・鶏肉の地産

地消を進めるとともに、飼料自給率を上げることにより、本県の畜産を

振興します。 
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・ 天然および放流魚介類の再生産を確保し、持続的な漁業を実現するた 

め、資源管理型漁業を推進 

・ ビワマスや琵琶湖産アユ、淡水真珠など、本県ならではの養殖業を振 

 興 

 

⑥安全・安心な農畜水産物の生産 

    

 

 

・ ＧＡＰを未実施の産地への取組推進とより高度な取組への誘導 

・ 飼養衛生管理水準※の向上による家畜伝染病※の発生予防と危機管理体 

 制の強化 

・ 家畜の快適性に配慮した飼養管理による生産性の向上 

・ 農場ＨＡＣＣＰの普及による生産段階における畜産物の安全性向上 

・ 動物用医薬品や農薬等の適正使用の指導 

・ 農産物の安全性を向上させる栽培技術や品種の充実 

・ 滋賀食肉センターでのＨＡＣＣＰ方式に基づく畜産物の安全性向上 

 

⑦ＩＣＴ等新技術の活用 

 

 

 

 

 

・ 農業の新たな担い手を確保するため、ＩＣＴ等を活用した熟練者のノ 

ウハウのデータ化を支援 

・ ＩＣＴ等を活用した生産工程管理、センシング技術※や過去の蓄積デ 

 ータを活用した精密農業※等の導入支援 

・ 水稲生育予測、土壌施肥管理および病虫害発生予測等の農業環境情報 

システム※の活用支援 

・ 分娩監視や発情発見のためのＩＣＴ活用による精密飼養管理システム 

の普及による生産性の向上 

・ 少量で流通にのらない魚介類などの有効活用を図るため、漁業者が消 

費者や飲食店等に直接販売するためのＩＣＴ活用を支援 

・ 酪農における搾乳や哺乳などへのロボット技術の活用を支援 

・ イノベーションに対応した新技術の現場への導入支援 

 

 

気象変動等の外的要因、農地間の地力差・動植物の個体間差や技術の

習熟度の差などによる品質・収量のバラつきを最小限に抑え、生産の高

位安定化とコスト低減を図るため、ＩＣＴ等新技術の活用を推進しま

す。 

ＧＡＰや農場ＨＡＣＣＰなどの管理手法を取り入れた栽培管理や飼

養管理を推進し、安全・安心な農畜水産物の生産を推進します。 
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■平成32年度（2020年度）を目標とする成果指標

現状（H26） ➡ 目標（H32）

38% ➡ 60%

108% ➡ 110%

113億円※ ➡ 125億円

11,684頭※ ➡ 14,000頭

926頭※ ➡ 2,040頭

871トン※ ➡ 1,600トン

916トン※ ➡ 600トン

8,429羽 ➡ 4,000羽

※の現状はH25

11 カワウ生息数

10 外来魚生息量

7  近江牛の飼育頭数

8  和牛子牛の生産頭数

9  琵琶湖漁業の漁獲量（外来魚を除く）

成果指標

4  主食用米の収穫前契約の割合（農協出荷）

5  水田の利用率

6  園芸特産品目の産出額（野菜・果樹・花き・茶）
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（３）農畜水産物の魅力発信と消費の拡大  

 ①県産農畜水産物の認知度向上と販路拡大 

 

 

 

・ 県産農畜水産物のブランド力の強化のため、地理的表示保護制度（Ｇ 

Ｉ）の活用を促進 

・ 近江米、近江牛、近江の茶、湖魚および近江の野菜など、「滋賀の食 

材」の総合的なＰＲの推進 

・ 京阪神、首都圏など県外へのＰＲと販路の開拓・拡大の促進 

・ 輸出戦略に基づき、海外に向けた情報発信と輸出拡大を促進 

・ 「琵琶湖八珍※」や近江牛をはじめとする農畜水産物を観光資源とし 

て活用するため、商工・観光事業者等と連携して、国内はもとより海外 

からの観光客や消費者へのＰＲ活動を展開 

・ 近江牛の販売戦略に基づくブランド力強化と販路拡大を推進 

・ 県内市場の市場機能の活性化による流通の促進 

 

  ②環境こだわり農産物の理解促進と付加価値の向上 

 

 

 

・ 県内をはじめ、琵琶湖の水を利用している京阪神の消費者に対する理 

解促進と消費拡大に向けたＰＲの推進 

・ 環境こだわり農産物の販路拡大など流通の促進 

・ 環境こだわり農産物の加工食品での利用・販売の促進 

 

③「おいしが うれしが」キャンペーンによる地産地消の推進 

 

 

 

 

・ 多様な事業者との連携による地産地消の推進 

・ 食品事業者等との交流促進による県産農畜水産物の利用拡大の推進 

・ 直売所や卸売市場を通じた県産農畜水産物の地産地消の促進 

・ 県産農畜水産物の学校給食への利用促進 

・ 琵琶湖産魚介類の流通を拡大させるため、生産者が行う消費促進活動 

を支援 

・ 農畜水産分野からの食育の推進 

環境こだわり農産物の認知度向上を図るとともに、販路の拡大や加工

食品での利用を促進することで、付加価値の向上を図ります。 

「しがの農畜水産物マーケティング戦略」や「輸出戦略」に基づき、

国内外に向けて県産農畜水産物の魅力発信と販路拡大を推進します。 

「おいしが うれしが」キャンペーンの取組拡大により、多様な事

業者との連携や交流を進めることで、県産農畜水産物の販路拡大を図

るとともに、滋賀の魅力ある地産地消を推進します。 
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■平成32年度（2020年度）を目標とする成果指標

現状（H26） ➡ 目標（H32）

40万ビュー ➡ 71万ビュー

43.5% ➡ 50%

1,241店舗 ➡ 1,600店舗

成果指標

12 ホームページ「滋賀のおいしいコレクション」ページビュー数

13 環境こだわり農産物の認知度

14 「おいしが うれしが」キャンペーン県内登録店舗数
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（４）担い手と地域を支える良好な生産基盤の保全  

 ①農業水利施設のアセットマネジメント※の推進 

 

 

 

 

・ 滋賀県農業水利施設アセットマネジメント中長期計画※に基づき、基 

 幹的な施設の効率的かつ計画的な保全更新対策を推進 

・ 「適切な日常管理」、「定期的な機能診断」、「計画の作成」、「対 

策の実施」という「アセットマネジメントサイクル」を確実に実施 

・ 施設や機能診断についての情報等を一元管理する「データベースシス 

 テム」の充実強化 

・ アセットマネジメントの推進・調整を行う実施体制を強化 

 

②農地の利用条件の整備 

 

 

 

・ 担い手への農地利用集積のため、区画拡大や水路補修等を推進 

・ 暗きょ排水の整備により、水田の汎用化を推進 

・ 地域の実情に応じた生産基盤の機能を確保するため､農地中間管理機 

構、土地改良区※などとの連携を強化 

 

 ③水田農業を守る農業水利施設の適正管理 

 

 

 

・ 農業構造の変化に的確に対応した施設管理を行うための指針等を作成 

し、土地改良区の運営基盤の強化や施設管理を支援 

・ 農業用水を安定的に供給するため、水源となる農業用ダムや揚水機等 

の適正な管理を推進 

・ 合理的な水利用のための管理手法等を指導・助言 

 

 ④在来魚介類の産卵繁殖場などの整備・保全 

 

 

 

・ ニゴロブナなどの産卵繁殖場を回復させるため、水ヨシ帯を造成 

農業水利施設の効率的かつ計画的な保全更新対策を推進し、安定的

な農業用水の供給を図るとともに、農業者の負担軽減に努め、本県水

田農業の持続的な発展を支えます。 

農作業の省力化や水田の汎用化に向けた農地や水路の整備補修を行

うことで、担い手への農地の利用集積と効率的な農業経営を支えます。

土地改良区の運営基盤の強化を図るとともに、多様化する水田農業に

的確に対応する施設管理や合理的な水利用を進めます。 

湖辺の水ヨシ帯※や湖底の砂地の造成などにより、湖辺の開発などで

失われた在来魚介類の産卵繁殖場や生息場の回復を図ります。 
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・ セタシジミやホンモロコの生息場を回復させるため、砂地を造成 

・ ニゴロブナやホンモロコの再生産助長技術の開発と事業の展開 

・ ホンモロコの卵が正常にふ化し生育できるように、水位操作の改善に 

向けてホンモロコの産卵生態などの研究を推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■平成32年度（2020年度）を目標とする成果指標

現状（H26） ➡ 目標（H32）

20地区 ➡ 40地区

－ha ➡ 213ha

－土地改良区 ➡ 17土地改良区

72.7ha ➡ 80.1ha

成果指標

16 農地集積を目的としたほ場整備（面整備）に新たに着手する面積

17 保全更新対策を契機として、施設の維持管理計画を策定する土地改良区数

18 コイ科魚類の産卵期における水ヨシ帯面積

15 アセットマネジメント中長期計画に基づき保全更新対策に着手する地区数
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（１）多様な主体による農地等の維持保全  

 ①地域農業戦略指針に基づく魅力ある農村の創出 

     

 

 

 

・ 集落自らが地域の実情に応じた将来の農業・農村の姿を描き、その実 

現に向けた話し合いが行われるよう、関係機関・団体と一体となって支  

援 

・ 地域おこし講座の開催や専門家の派遣等による集落の実践支援 

     

 ②地域ぐるみの取組による農地や水路・農道、農村環境の保全 

     

 

 

 

・ 地域農業戦略指針に基づき、集落機能の低下等により水路や農道等を 

維持管理する共同活動が低迷している集落への働きかけの強化 

・ 水質や生態系などの農村環境の保全を図る共同活動の推進 

・ 旧市町単位や 100ha 以上の水系単位の広域活動組織※の設立支援 

・ 「滋賀県世代をつなぐ農村まるごと保全推進協議会」による研修会の 

開催など、活動組織に対する技術的支援の充実 

・ 地域資源の適切な保全管理のための取組の充実・向上を図る「地域資 

源保全管理構想」の策定への支援の強化 

・ ホームページや情報誌の発行等による情報発信の充実 

   

➂中山間地域の生産活動の維持 

    

 

 

・ 集落の話し合いに基づく集落ぐるみの共同活動の推進 

・ 近隣の集落との共同作業等、集落間の連携の推進 

・ 棚田の魅力発信や農業体験ツアー、農家民宿などによる都市農村交流 

の推進 

２ 誰もが暮らしやすい活力ある農村・漁村の振興 

農業生産条件が不利な中山間地域において、農業生産活動等の継続が

できるよう地域の取組を支援します。 

農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るため、農家、土地

持ち非農家、地域住民が協力して行う地域の共同活動を支援し、水路や

農道等の地域資源の適切な保全管理を推進します。 

集落の話し合いに基づいて、担い手をはじめ、集落の農業者と住民が

互いに支え合い、地域農業の持続・発展と「農」による地域再生を目指

す活動が実践されるよう支援します。 
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・ 多様な団体との連携による活性化の推進 

 ➃農村・漁村地域の防災・減災対策の推進 

    

 

 

 

・ 大規模な地震発生に備えた、農業用ダムやため池、農道橋、排水機場 

等の耐震点検の推進および危険な農業用施設の耐震補強対策の実施 

・ 決壊すると多大な影響を与えるため池について、市町へのハザードマ

ップ作成の支援 

          

  ⑤鳥獣害のない集落づくり 

 

 

 

・ 集落ぐるみによる鳥獣害対策が実施できるよう、集落リーダーの活動 

 を支援 

・ 集落ぐるみの鳥獣害対策が実施されている集落における対策の継続と 

新たな営農への取組を支援 

  

⑥耕作放棄地の発生防止と再生利用の推進   

  

 

 

・ 担い手確保が困難な地域で農業を継続する仕組みづくりを支援（再掲） 

・ 集落自らが地域の実情に応じた将来の農業・農村の姿を描き、その実 

現に向けた話し合いが行われるよう、関係機関・団体と一体となって支 

援（再掲） 

・ 集落ぐるみによる鳥獣害対策が実施できるよう、集落リーダーの活動    

 を支援（再掲） 

・ 地域における家畜の放牧による耕作放棄地対策の推進 

 

 

 

 

 

 

 

担い手対策や農地集積対策、条件不利地対策や鳥獣害対策等を通じ

て、耕作放棄地の発生防止と再生利用の推進を図ります。 

地域の被害状況に応じて、集落が一体となって被害防止策に取り組め

るよう、「集落ぐるみによる鳥獣害対策」を推進します。 

地域住民の暮らしの安全と快適な生活環境を確保するため、ソフ

ト・ハードの両面から農業用ダム、ため池、農道橋、排水機場等の整

備を促進します。 
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■平成32年度（2020年度）を目標とする成果指標

現状（H26） ➡ 目標（H32）

－集落 ➡ 800集落（H28～H32の累計）

35,276ha ➡ 38,600ha

1,575ha ➡ 1,895ha

36箇所 ➡ 140箇所

369ha ➡ 300ha

1 地域農業戦略指針に基づき、今後の農業・農村の目指す姿について話し合いを行った集落数(再掲）

19 農地や農業用施設を共同で維持保全している面積（農地維持支払交付対象面積）

20 中山間地域等において多面的機能が維持されている面積（中山間地域等直接支払交付金※の交付面積）

成果指標

21 ため池ハザードマップの作成箇所数

22 農振農用地区域内の荒廃農地面積（再生利用が可能な荒廃農地）
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（２）農村・漁村の持つ地域資源の活用  

①多様な交流活動の促進による魅力ある地域づくり 

    

 

 

 

 

・ 都市住民のニーズを把握し、都市農村交流の促進など農村・漁村の活 

性化につながる創意工夫の取組を支援 

・ 都市的地域と農村地域が近接する滋賀ならではの特性を生かした県民 

の「農」とふれあう機会の充実 

・ 地域住民が「食」や「農」を通じて自然豊かな農村空間に親しめる地 

域づくりの推進 

     

 ②農村・漁村の新たな価値の創出 

  

 

 

 

 

・ 琵琶湖などを水源とする農業水利システムと魚のゆりかご水田等が織 

りなす琵琶湖と共生する滋賀の環境こだわり農業などの「世界農業遺産」 

認定を目指す取組の促進 

・ 「世界農業遺産」認定を目指す取組プロセスを通じた農畜水産物の高 

付加価値化や観光資源としての活用を推進 

・ 地域住民が伝統野菜や食文化、自然環境等の地域資源を見直し、地元 

 商工業者や大学等と連携し、新たな特産品開発・生産を行う取組を推進 

・ 農業水利施設の維持管理費低減のため、農業用水を活用したマイクロ 

水力発電の推進 

・ 身近な農業用水を活用したエネルギーの地産地消に対する支援の充実 

・ 耕畜連携による稲わらと堆肥の交換など、資源循環の推進 

・ 河川漁場を地域資源として活用するため、釣り教室の開催など遊漁者 

を増やす取組を支援 

 

 ③都市的地域の特性を生かした農業の振興 

  

 

 

地域資源を活用して都市と農村との交流を進め、移住・定住につなが

るきっかけづくりを行うとともに、地域における生産者と消費者との多

様な交流活動や、観光、交通など他分野との連携により、農村・漁村の

魅力ある地域づくりを進めます。 

市街地やその周辺の農地の活用により、生産現場と消費者が近い地の

利を生かした農業を進めます。 

農村・漁村のさまざまな地域資源を活用し、地域の６次産業化を進め

るとともに、豊かな資源を活用してエネルギーの地産地消を促進しま

す。さらに「世界農業遺産」認定を目指す取組の促進を通じて、県産農

畜水産物の付加価値の向上を図ります。 
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・ 直売所向け農産物の生産支援など、都市的地域の利点を生かした生産 

活動の推進 

・ 市民農園、体験農園などを通じた県民の農業への理解の促進 

・ 都市農業振興基本法に基づく地方計画の策定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■平成32年度（2020年度）を目標とする成果指標

現状（H26） ➡ 目標（H32）

－ ➡ 承認

37,099人※ ➡ 47,000人

※の現状はH25

成果指標

23 「世界農業遺産」の認定申請候補地域としての農林水産省の承認

24 県内の河川漁場を訪れる遊漁者数
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①  環境こだわり農業の更なる推進 

 

 

 

 

 

 

・ 「みずかがみ」をはじめとする環境こだわり米や重点とする園芸品目 

の推進などによる環境こだわり農産物の生産拡大 

・ 環境負荷削減に向けた新たな技術の開発・普及 

・ 農業水利施設の機能保全計画に節水型・循環型の対策を位置づけ、保 

全更新時に一体的に推進 

・ 農業排水を再利用する循環かんがい施設※の高度な活用を行う地域を 

 支援 

・ 農業排水が特に問題となっている流域では、必要とされる調査研究も 

含め、総合的かつ重点的な対策を実施 

・ 耕畜連携の強化による堆肥利用の促進 

・ 地球温暖化防止に効果の高い農業の推進 

②  琵琶湖や水田等の生物多様性の保全 

 

 

 

 

・ 魚のゆりかご水田など「豊かな生きものを育む水田※づくり」の取組 

 面積の拡大 

・ 「魚のゆりかご水田米」などのブランド米販売に向けたＰＲや消費者 

 との交流活動の推進 

・ 「豊かな生きものを育む水田づくり」の活動組織間の交流を深めるネ 

ットワーク組織の設立支援 

・ ニゴロブナをはじめとする在来魚の食害を低減するため、外来魚駆除 

を実施（再掲） 

・ アユをはじめとする在来魚の食害を低減するため、カワウ駆除を実施 

（再掲） 

・ セタシジミやホンモロコ稚魚の生息環境を改善するため、水草刈取り 

３ 琵琶湖をはじめとする環境に配慮した農業・水産業の展開 

より安全で安心な農産物を供給するとともに、環境と調和のとれた

農業生産の確保を図り、本県農業の健全な発展と琵琶湖等の環境保全

に資するため、環境こだわり農産物の生産拡大や新技術の開発・普及、

農業排水対策や堆肥利用の促進などに取り組み、環境こだわり農業を

更に推進します。 

魚のゆりかご水田の面積拡大や水産有害生物の駆除、琵琶湖固有種

の生息環境の改善などに取り組み、琵琶湖や水田等の生物多様性を保

全します。 
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や湖底耕うん、水草を食べるワタカの放流を実施（再掲） 

 

③琵琶湖環境研究推進機構※による研究と成果の活用 

 

 

 

 

・ 森林・河川・琵琶湖などの水系や餌環境の「つながり」の視点から、 

漁獲量の減少要因を解明 

・ 同機構の研究成果を基に漁獲量回復に向けた施策を立案・実施 

 

④資源活用により環境保全に貢献する畜産業の推進 

 

 

 

・ 非主食用米生産による水田機能の維持を図るため、飼料用米や稲ＷＣ 

Ｓの利用を促進 

・ 麦作予定田などにおける飼料用の稲わらの収集を促進 

・ 環境への負荷軽減を図るとともに、畜産経営の安定化を目指したエ 

コフィードの利用を促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水田を飼料生産のための場として活用することにより、水田としての

機能維持や環境負荷軽減に貢献する環境保全型の畜産を推進します。 

琵琶湖環境に係る複雑な課題に対し、調査研究から施策の立案まで総

合的に取り組む中で、まずは漁獲量の減少要因を解明するとともに、漁

獲量の回復を目指します。 

■平成32年度（2020年度）を目標とする成果指標

現状（H26） ➡ 目標（H32）

41% ➡ 50%以上

29組織 ➡ 60組織

16,159ha ➡ 17,860ha

916トン※ ➡ 600トン

8,429羽 ➡ 4,000羽

※の現状はH25

26 魚のゆりかご水田など「豊かな生きものを育む水田」の取組組織数

27 流域単位での農業排水対策の取組面積

10 外来魚生息量（再掲）

11 カワウ生息数(再掲）

25 環境こだわり米の作付面積割合

成果指標
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 ３つの視点がつながる施策  

産業振興、地域づくりおよび環境配慮の３つの視点がつながる姿を目指した、

例えば以下のような施策を展開していきます。 

 

○地域農業戦略指針に基づく取組の促進 

地域農業戦略指針に基づき、集落自らが将来の農業・農村の姿を描き、その

実現のための話し合いを関係機関・団体と一体的に推進し、集落リーダーの育

成や専門家の派遣、普及事業等による集落の実践支援を行います。こうしたこ

とを通じて、担い手の確保・育成（産業振興）と併せて、これを実現するため

の地域資源の活用による集落の活性化（地域づくり）を図ります。 

 

○耕畜連携の推進 

飼料用米や稲ＷＣＳなどの利用拡大により、水田のフル活用と畜産農家の飼

料自給率の向上（産業振興）を図るとともに、稲わらと堆肥の交換など、地域

資源の活用（地域づくり）を促進することによって、環境保全型の農業（環境

配慮）の推進を図ります。 

 

○「世界農業遺産」認定を目指す取組の促進 

琵琶湖などを水源とする農業水利システムと魚のゆりかご水田等が織りな

す琵琶湖と共生する滋賀の環境こだわり農業など（環境配慮）、「世界農業遺

産」認定を目指す取組やそのプロセスを通じて、農村・漁村の活性化（地域づ

くり）と県産農畜水産物の付加価値向上（産業振興）を図ります。 
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 本県農業・水産業の目指す姿を実現するために、農政水産分野の施策だけで

なく、商工・観光、教育、森林・林業、環境など他分野と連携を深め、効果的

に施策を推進します。 

 

１ 商工・観光 

・ 農畜水産業者と商工・観光分野の事業者とのネットワークの構築を推進 

・ 中小企業応援ファンドなど商工施策の活用による６次産業化と、農商工 

 連携の一体的な推進や資金調達の多様化などの普及推進 

・ 「滋賀・びわ湖ブランド」との連携による滋賀の食材の情報発信とブ 

ランド力向上の推進 

・ 観光分野との連携による農業体験等を含む観光需要の開拓と受入れ体 

制整備の充実支援 

 

２ 教育 

・ 学校給食や農業体験等を通じた子どもたちへの食育の推進 

・ 琵琶湖漁業・食文化に関する県内の学校等における出前授業や調理体 

験の推進 

・ 県内大学との共同研究による商品開発や販路開拓等の支援 

・ 県内大学との連携による農業法人※等におけるインターンシップ受入れ 

の推進と県内での就業の促進 

 

３ 森林・林業 

・ 木質未利用資源などのエネルギーや資源循環型農業への利活用の推進 

・ 農業用水の水源確保や漁場環境の改善に資する除間伐等による森林整 

備の推進 

  

４ 環境 

・ 鳥獣被害対策本部による被害防除、生息地管理、個体数管理など総合  

 的な鳥獣害対策の推進 

・ 関係部局が連携した琵琶湖南湖における水草対策の推進 

・ 本県の気候変動による影響の評価に基づく、農業・水産業への適応策の 

検討および推進 

 

５  福祉・医療 

・ 高齢者の健康づくりや、障害のある人の就労訓練・雇用のための農園 

Ⅴ 他分野との連携施策の推進 
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 の設置の促進 

・ 医学・農学系大学と生産者との医農連携による滋賀の食材の持つ機能 

性や健康面での効用の分析と活用を推進 

 

６ 防災等 

・ 関係部局との連携による社会インフラの戦略的維持管理と災害に強い 

県土づくりの推進 

・ 高病原性鳥インフルエンザ、口蹄疫等家畜防疫に係る危機管理体制の充 

実強化 
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１ 県民に対する情報提供と相談体制 

  この計画を着実に推進していくためには、本県の農業・水産業や農村・漁 

村の果たす役割について県民の理解と協力が不可欠です。 

このため、日頃から農業・水産業や農政等に関する情報を分かりやすく提 

供するとともに、さまざまな機会をとらえて、県民との積極的な対話と交流 

を図り、計画に対する理解が深まるよう努めます。 

  また、県農業・農村活性化サポートセンターが総合的な相談窓口としての 

 機能を果たすよう、体制の充実を図ります。 

 

２ 各主体との連携 

  この計画を実現するために、市町や国、関係団体と相互に連携・協力を図

りながら、取組を進めます。 

(1)市町や国との連携 

   農業者や漁業者に最も身近な市町と特に連携・協力を図りながら、農業

農村振興事務所を中心にそれぞれの地域特性に応じた協働した取組を進め

ます。また、国の関係機関との日頃からの情報共有等を通じて、本県の実

情を踏まえた施策の活用を図るとともに、地域における課題解決に向けて

必要な政策提案を行います。 

 

(2)関係団体との連携 

  計画の推進に当たり、農業協同組合をはじめ、土地改良区や漁業協同組

合等の関係団体との連携を図ります。 

  特に、農業協同組合については、「滋賀県と滋賀県農業協同組合中央会

との農業振興等に関する協定書」（平成 27 年 4 月 27 日締結）に基づき、

本県農業の持続的発展と農村の活性化を目指す連携した取組を進めます。 

 

３ 試験研究および普及事業を通じた計画の推進 

 (1)目指す姿を実現するための試験研究の推進 

    施策を推進するに当たって技術面から的確に対応するため、「試験研究 

推進計画」を策定し、研究目標を具体的に定め、試験研究の重点化を図る

ことにより、計画的に試験研究を推進します。 

  

(2)施策推進のための効果的な普及事業の展開 

  生産現場において施策・事業を効果的に推進するため、「協同農業普及

事業の実施に関する方針※」を策定し、効果的な普及活動を実施します。 

Ⅵ 計画の推進 
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４ 計画の推進体制の整備 

 (1)新規施策の展開 

  計画に基づき、新たな施策に着手するに当たっては、市町や関係団体等と 

十分に連携・調整を図るとともに、現場の意見を踏まえて、その内容や推進 

手法等を十分精査し、効率的かつ効果的な事業推進が図れるよう関係課等に 

よる推進体制の整備を検討します。 

 

(2)次期計画の検討 

  10 年後の目指す姿を実現するため、計画期間の初年度からプロジェクトチ 

ームを設置し、外部環境の変化や技術革新、他分野との融合、新機軸の導入 

などのイノベーションを踏まえて、平成 32 年度までの計画期間中に外部か 

らの意見を聴きながら新たな取組を検討し、次期５年間の計画の策定に反映 

していきます。 
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参考資料 



47 
 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 32 年度（2020 年度）の目標とする指標 

現状(H26） 目標(H32)

１　力強い農業・水産業の確立

番号 (1)元気な担い手による魅力ある経営の展開

1
地域農業戦略指針に基づき、今後の農業・農村の目指す姿に
ついて話合いを行った集落数

―

800集落
(H28～H32の
5年間の累

計)

2 新規就農者数

520人
（H22～H26の
5年間の累

計）

500人
(H28～H32の
5年間の累

計)

3 新規漁業就業者数

4人
（H22～H26の
5年間の累

計）

10人
(H28～H32の
5年間の累

計)

(2)戦略的な農畜水産物の生産振興

4 主食用米の収穫前契約の割合（農協出荷） 38% 60%

5 水田の利用率 108% 110%

6 園芸特産品目の産出額（野菜・果樹・花き・茶） 113億円
（H25)

125億円

7 近江牛の飼養頭数
11,684頭
（H25）

14,000頭

指標
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指標の説明 目標値の考え方 この指標を選んだ理由 データの出典

県、市町、関係団体
等で構成する戦略推
進会議の働きかけに
より、農業・農村の
目指す姿について話
合いを行った集落

県内の農業集落(1,549集
落)の約半数で話合いを行
われることとして設定し
た。

地域の農業の担い手をどの
ように確保するのか、集落
において話し合ってもらう
ことが、基礎となるため、
この指標を選んだ。

県農業経営課調
べ

県内で自営農業に就
業または法人等に就
職した人数

経営者の世代交代や従事年
数等を考慮し、今後確保す
べき新規就農者数を算定し
て設定した。

農業・農村の持続的発展に
向けて担い手を確保するた
めに、新規就農者を確保・
育成することが必要である
ため、この指標を選んだ。

県農業経営課調
べ

県内で漁業に就業し
た人数

計画期間の5年間で、新規
就業者を増加させるための
体制を整備し、その過程で
毎年の新規就業者を徐々に
増加させていくこととして
設定した。

漁業者の高齢化などで漁業
就業者数が減少しているた
め、新規就業者を増加させ
る必要があることから、こ
の指標を選んだ。

県水産課調べ

農協を通じて集荷さ
れる米のうち、収穫
前契約の数量の割合

10年後(平成37年）に全体
の７割を収穫前契約にする
こととし、平成32年時点の
割合を設定した。

本県産米のシェアを確保
し、安定取引を進めるにあ
たっては、収穫前契約が前
提になるため。

県農業経営課調
べ（全農滋賀県
本部および各農
協からの聞き取
り）

「水田における作物
の延べ作付面積」÷
「水田面積（本
地）」

主食用米の減少見込みに対
応するよう、麦・大豆等の
戦略作物の作付拡大など、
水田のフル活用を進めた場
合、目標時において現状よ
り２％程度の増加が見込め
ることから設定した。

麦・大豆等戦略作物の作付
拡大など、水田のフル活用
が進んでいるかどうかの指
標となるため。

農林水産省（耕
地および作付面
積統計）

野菜、果樹、花き、
茶の産出額の合計

野菜（87⇒93億円）、
果樹（6⇒8億円）、
花き（11⇒13億円）、
茶（10⇒11億円）の産出額
の増大を目指すこととして
設定した。

園芸品目：水田作経営に園
芸品目を導入し複合化・多
角化の推進するため。
茶：消費者ニーズに対応し
た茶種生産による経営の強
化を図るため。

農林水産省（生
産農業所得統
計）

県内で飼養されてい
る黒毛和種の肥育牛
頭数

畜産農家の生産基盤強化を
推進することにより、現状
より約2,300頭増加させて
いくこととして設定した。

近江牛のブランド力向上の
ためには、出荷頭数の増加
が必要であるためこの指標
を選んだ。

県畜産課調べ
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現状(H26） 目標(H32)

8 和牛子牛の生産頭数
926頭

（H25）
2,040頭

9 琵琶湖漁業の漁獲量（外来魚を除く） 871トン
(H25)

1,600トン

10 外来魚生息量 916トン
(H25)

600トン

11 カワウ生息数 8,429羽 4，000羽

(3)農畜水産物の魅力発信と消費の拡大

12 ホームページ「滋賀のおいしいコレクション」ページビュー数 40万ビュー 71万ビュー

13 環境こだわり農産物の認知度 43.5% 50%

14 「おいしがうれしが」キャンペーン県内登録店舗数 1,241店舗 1,600店舗

(4)担い手と地域を支える良好な生産基盤の保全

15
アセットマネジメント中長期計画に基づき保全更新対策に着
手する地区数

20地区 40地区

16
農地集積を目的としたほ場整備（面整備）に新たに着手する
面積

―ha 213ha

指標
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指標の説明 目標値の考え方 この指標を選んだ理由 データの出典

県内で生まれた黒毛
和種の頭数

繁殖雌牛の増頭支援とキャ
トル・ブリーディング・ス
テーションの整備により見
込まれる頭数として設定し
た。

「近江牛」となる黒毛和種
の県内確保と肥育農家への
安定供給の指標となるた
め。

県畜産課調べ

オオクチバスとブ
ルーギルを除いた琵
琶湖漁業の漁獲量

漁業が盛んに行われていた
平成の初め頃の概ね半分程
度まで漁獲量を回復させる
ことを目標として設定し
た。

水産物を安定的に生産・供
給するための基本指標とな
ることから、この指標を選
んだ。

農林水産省（内
水面漁業生産統
計調査）

琵琶湖内のオオクチ
バスとブルーギルの
推定生息量

外来魚生息量をゼロにする
ことを最終目標としている
が、その途中段階の目標と
して設定した。

ニゴロブナをはじめとする
在来魚の食害を低減するた
めに、外来魚生息量を減少
させる必要があることか
ら、この指標を選んだ。

県水産課調べ

県内のカワウの推定
生息数

漁業被害が少なかったころ
のカワウ生息数として設定
した。

アユをはじめとする在来魚
の食害を低減するために、
カワウ生息数を減少させる
必要があることから、この
指標を選んだ。

県自然環境保全
課調べ

県産農畜水産物を紹
介するｗｅｂサイト
のページ閲覧数

開設以来、着実にビュー数
は増加しているが、今後も
毎年、同程度増加させてい
くこととして設定した。

様々な取組の結果として、
県産品への関心、興味の度
合いを測り、数値把握がで
きることから、この指標を
選んだ。

県食のブランド
推進課調べ

「環境こだわり農産
物」の内容を知って
いる県民の割合

県民の半数以上に「環境こ
だわり農産物」とは何かを
理解いただき、積極的な利
用につなげるため、この目
標を設定した。

PR等の実施により県民の理
解がどの程度広がったのか
を把握するのに適した指標
であるため。

県政世論調査

県内の「おいしがう
れしが」キャンペー
ン推進店の登録店舗
数

県内登録店舗数は増加して
おり、今後も同程度拡大し
ていくこととして設定し
た。

地産地消を進めるためには
生産から消費までをつなぐ
取組が重要となることから
この指標を選んだ。

県食のブランド
推進課調べ

保全更新対策に着手
する地区数

アセットマネジメント中長
期計画に基づき、基幹的な
施設の保全更新対策を着実
に実施するため、この目標
を設定した。

本県の水田農業を支える農
業水利施設のアセットマネ
ジメントの推進結果を具体
的に示す指標となるため。

県耕地課調べ

県営経営体育成基盤
整備事業の取組面積

農地集積が事業の要件に
なっているほ場整備（面整
備）に新たに着手する農地
面積を目標とした。

ハード整備を契機とした農
地集積を促進する上で適し
た指標であるため。 県耕地課調べ
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現状(H26） 目標(H32)

17
保全更新対策を契機として、施設の維持管理計画を策定する
土地改良区数

―
17土地改良

区

18 コイ科魚類の産卵期における水ヨシ帯面積 72.7ha 80.1ha

２　誰もが暮らしやすい活力ある農村・漁村の振興

(1)多様な主体による農地等の維持保全

1
地域農業戦略指針に基づき、今後の農業・農村の目指す姿に
ついて話合いを行った集落数(再掲）

―

800集落
(H28～H32の
5年間の累

計)

19
農地や農業用施設を共同で維持保全している面積
（農地維持支払交付対象面積）

35,276ha 38,600ha

20
中山間地域等において多面的機能が維持されている面積
（中山間地域等直接支払交付金の交付面積）

1,575ha 1,895ha

21 ため池ハザードマップの作成箇所数 36カ所 140カ所

指標
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指標の説明 目標値の考え方 この指標を選んだ理由 データの出典

施設の適正管理計画
の策定に取り組んだ
土地改良区数

基幹的な農業水利施設を管
理する土地改良区を対象
に、アセットマネジメント
中長期計画に基づく保全更
新対策後の施設に対応した
管理計画（維持管理計画）
を策定する土地改良区数を
目標とした。

農業構造の変化等に的確に
対応するために不可欠とな
る維持管理計画を策定する
ことで、土地改良区による
農業水利施設の適正管理に
つながるため、この指標を
選んだ。

県耕地課調べ

琵琶湖基準水位マイ
ナス20cmのときに水
中にある琵琶湖内の
ヨシ帯の面積

ニゴロブナをはじめとする
コイ科魚類が多く漁獲され
ていた昭和40年代後半の水
ヨシ帯面積（99ha）まで回
復させることを目標に平成
32年度時点の面積を設定し
た。

ニゴロブナをはじめとする
コイ科魚類の産卵場として
重要である水ヨシ帯の面積
を回復させる必要があるこ
とから、この指標を選ん
だ。

県水産課調べ

県、市町、関係団体
等で構成する戦略推
進会議の働きかけに
より、農業・農村の
目指す姿について話
合いを行った集落

県内の農業集落(1,549集
落)の約半数で話合いを行
われることとして設定し
た。

農業の担い手確保ととも
に、地域の活性化を目指し
て、集落において話し合っ
てもらうことが、基礎とな
るため、この指標を選ん
だ。

県農業経営課調
べ

世代をつなぐ農村ま
るごと保全向上対策
事業のうち、農地や
水路などの地域資源
の基礎的な保全活動
が行われている面積

本県の農振農用地面積の約
75%で保全活動が実施され
ることとして設定した。

高齢化や非農家の増加に伴
い、農業者や地域住民が共
同して農地等を維持保全す
ることが重要になってくる
ため、この指標を選んだ。

県農村振興課調
べ

耕作放棄地の発生防
止と県土や景観保全
などの多面的機能を
維持する。

中山間地域において対象と
なる農地面積（2,240ha）
のうち、約85%で取組が行
われることとして設定し
た。

過疎化・高齢化が進んでい
る中山間地域において、集
落の話合いの中で農地が保
全され、多面的機能が維持
される必要があることか
ら、この指標を選んだ。

県農村振興課調
べ

ため池が決壊した場
合を想定し、避難場
所や避難経路を地図
上に明示したものを
ため池ごとに作成。

平成25年～26年に実施し
た、ため池一斉点検の結
果、地震および豪雨の総合
判定上、整備の優先度が高
いと判定されたため池数を
目標値に設定した。

地域住民の暮らしの安全を
確保するため、決壊すると
大きな影響を及ぼすため池
についてハザードマップを
作成し、異常気象時の避難
行動の一助とするため、こ
の指標を選んだ。

県農村振興課調
べ（ため池一斉
点検結果）
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現状(H26） 目標(H32)

22
農振農用地区域内の荒廃農地面積
（再生利用が可能な荒廃農地※）

369ha 300ha

(2)農村・漁村の持つ地域資源の活用

23
「世界農業遺産」の認定申請候補地域としての農林水産省の
承認

― 承認

24 県内の河川漁場を訪れる遊漁者数
37,099人
（H25)

47,000人

３　琵琶湖をはじめとする環境に配慮した農業・水産業の展開

25 環境こだわり米の作付面積割合 41% 50%以上

26
魚のゆりかご水田など「豊かな生きものを育む水田」の取組
組織数

29組織 60組織

27 流域単位での農業排水対策の取組面積 16,159ha 17,860ha

指標
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指標の説明 目標値の考え方 この指標を選んだ理由 データの出典

農振農用地区域内の
荒廃農地のうち再生
可能なものの面積

現行の県農業振興地域整備
基本方針（10年計画）の策
定に当たっての考え方を踏
まえ、荒廃農地の発生防止
や再生利用の取組により、
10年間で荒廃農地面積を現
在の2／3程度にすることと
し、平成32年度時点での面
積を設定した。

荒廃農地の発生防止と再生
利用の取組の成果や、各年
度での荒廃農地の全体像が
把握できるため、この指標
を選んだ。

農林水産省（荒
廃農地の発生・
解消状況に関す
る調査）

琵琶湖などを水源と
する農業水利システ
ムと魚のゆりかご水
田等が織りなす琵琶
湖と共生する環境こ
だわり農業など県独
自の農業システムに
ついて「世界農業遺
産」の認定申請候補
地として、農林水産
省の承認。

計画期間の５年間で県独自
の農業システムのストー
リー性を磨き上げるととも
に、県内での気運を盛り上
げることにより認定申請候
補地域として、まずは農林
水産省の承認を得ることを
目標として設定した。

滋賀ならではの地域資源を
活かした全県的な取組とし
て、農業・農村の活性化の
度合いを表すのに適した指
標であるため。

県農政課調べ

県内の漁業権漁場に
おいて、レジャーと
して釣りなどを行う
人の数

アユ冷水病の被害が顕著で
なかった平成初め頃の遊漁
者数6万人を目指すことと
し、計画期間にはこの途中
経過の目標として設定し
た。

遊漁者数は長年にわたり減
少傾向を続けており、河川
漁業を振興するには遊漁者
を増やす必要があることか
ら、この指標を選んだ。

滋賀県河川漁連
調べ

県内の主食用水稲作
付面積に占める環境
こだわり米の作付面
積の割合（生産計画
認定面積）

環境こだわり農業を本県農
業のスタンダードにするた
めに、水稲の作付面積の過
半が環境こだわり栽培され
ることを目指すこととし
て、設定した。

本県における環境こだわり
農業の進捗を表すために
は、水稲の作付面積割合が
最も適した指標であるた
め。

県食のブランド
推進課調べ

水田の持つ生物多様
性保全機能を維持再
生する取組を実施し
ている組織数

取組組織数を倍増させるこ
ととして設定した。

生態系を保全し、多様な生
きものと共生する農村環境
づくりを通じて地域の活性
化を図る必要があり、その
ために適した指標であるた
め。

県農村振興課調
べ

流域単位での節水や
反復利用等による農
業排水対策の取組面
積

農業排水による琵琶湖への
汚濁負荷を軽減させるた
め、流域単位で農業排水対
策に取り組む面積を目標と
して設定した。

琵琶湖の環境保全には流域
単位での農業排水対策の取
組が重要であるため、この
指標を選んだ。

県耕地課調べ
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現状(H26） 目標(H32)

9 外来魚生息量（再掲） 916トン
(H25)

600トン

10 カワウ生息数（再掲） 8,429羽 4，000羽

指標
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指標の説明 目標値の考え方 この指標を選んだ理由 データの出典

琵琶湖内のオオクチ
バスとブルーギルの
推定生息量

外来魚生息量をゼロにする
ことを最終目標としている
が、その途中段階の目標と
して設定した。

ニゴロブナをはじめとする
在来魚の食害を低減するた
めに、外来魚生息量を減少
させる必要があることか
ら、この指標を選んだ。

県水産課調べ

県内のカワウの推定
生息数

漁業被害が少なかったころ
のカワウ生息数として設定
した。

アユをはじめとする在来魚
の食害を低減するために、
カワウ生息数を減少させる
必要があることから、この
指標を選んだ。

県自然環境保全
課調べ
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用語解説 

用　　　語 解　　　　説

ＩＣＴ

Information　and　Communication　Tecｈnologyの略。日本語では一般

に”情報通信技術”と訳される。電気、電子、磁気などの物理現象や法

則を応用した機械や器具を用いて情報を保存、加工、伝送する技術のこ

と。農業分野では、ICTを活用して、省力化や精密化などを進めた農業を

「スマート農業」と称している。

秋の詩
 平成10年（1998年）に滋賀県が育成した水稲品種。「滋系54号（吟おう

み）」を母、「コシヒカリ」を父として人工交配を行い育成した。「日

本晴」より多収で、食味は「コシヒカリ」並の良食味の中生品種。

アグリビジネス 食や農業を活用した事業、例えば６次産業化などをいう。

アセットマネジメント
農業水利施設を資産としてとらえ、この資産のより効率的・経済的な、

また環境に配慮した維持管理手法の総称。

アニマルウェルフェア
家畜の快適性に配慮した飼養管理。快適性に配慮することで家畜が健康

になり、家畜の能力が引き出され生産性の向上や畜産物の安全・安心に

つながるとされる。

稲ＷＣＳ
稲Whole Crop Silage（稲発酵粗飼料）の略。水稲の子実と茎葉を同時に

収穫し、発酵させて飼料とするもの。

インターンシップ
学生が一定期間企業などの中で研修生として働き、自分の将来に関連の

ある就業を体験する制度。

エアライフル ライフル型の空気銃。

エコフィード
環境にやさしい（ecological）と節約する（economical）を意味するエ

コと、飼料（feed）を併せた造語。食品製造副産物や調理残さなど有用

な食品残さを飼料化利用したもの。

園芸農産振興協議会

県とJAグループ滋賀が連携して、園芸農産品目の生産拡大を図るととも
に、出荷単位の集約により大型化する実需者ニーズに応えることで、安

定した販売先の確保・開拓に努め、本県の園芸農産物の振興を図る目的

の組織。

「おいしが　うれしが」
キャンペーン

滋賀県と食品販売事業者等が協働して、地域で生産されたものを地域で

消費する「地産地消」を推進する運動。

近江しゃも
県畜産技術振興センターが平成５年（1993年）に開発した高品質肉用

鶏。一般的なブロイラーの約2．5倍の長期飼育により、しっかりとした

歯ごたえとうま味があるのが特徴。

温室効果ガス
地表から放出される熱（赤外線）を大気中で部分的に吸収し、地表へ再

放出する気体の総称。京都議定書では、二酸化炭素、メタン、一酸化二

窒素等６物質が温室効果ガスとして削減対象となっている。

買取集荷

ＪＡ等の集荷業者における集荷手法の一つで、集荷業者が農作物を生産

者から買い取って集荷する集荷手法。これに対して、委託集荷（集荷し

た農作物は買い取らず、集荷した農作物を農家に代わって販売し、販売

後に販売代金から手数料等の必要経費を差引き農家に代金を精算する方

法）がある。

外来魚
人間のさまざまな活動に伴って、元々生息している場所から別の場所へ

入ってしまった魚。計画では、本県水産業に深刻な被害を与えているオ

オクチバス、ブルーギルを指す。

【ア】

【イ】

【エ】

【オ】

【カ】
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用　　　語 解　　　　説

果樹のポット栽培
プラスチック製等のポットで果樹を栽培する技術。この技術により、樹

高を低くしながら、果物の収穫開始までの年限を短縮することができ、

土壌性病害の回避等のメリットもある。

家畜伝染病
家畜伝染病予防法によって定められた、家畜（牛、豚、鶏等）の伝染病

で、伝染性が強く、発生すると被害が大きい病気。口蹄疫、高病原性鳥

インフルエンザ、豚コレラ等26種類が指定されている。

環境こだわり農業
化学合成農薬や化学肥料の使用量を減らしたり、濁水の流出を防止する

など、琵琶湖をはじめとする環境への負荷を減らす技術を用いて行われ

る農業。

環境こだわり農産物
県が定めた基準に基づき、化学合成農薬や化学肥料の使用量を通常の栽
培の５割以下に減らすとともに、濁水の流出防止等、琵琶湖をはじめと

する環境への負荷を減らす技術で生産され、県の認証を受けた農産物。

基幹水利施設
国営造成施設および県営造成施設で、受益面積が一定規模以上の水利施

設。

機能性 食品が有する健康維持や病気予防等の科学的根拠のある性質。

牛群検定
検定参加農家が飼養している乳用牛について、乳量、乳成分、体細胞
数、繁殖記録等を月１回記録する。この結果を飼養管理の改善や低能力

牛の淘汰等に活用し、酪農経営における生産性向上と経営改善を図る。

ＧＡＰ

農業生産工程管理（Good Agricultural Practice）の略。農業生産活動

を行う上で必要な関係法令等の内容に則して定められる点検項目に沿っ

て、農業生産活動の各工程の正確な実施、記録、点検および評価を行う

ことによる持続的な改善活動。

協同農業普及事業の実施に
関する方針

農家への農業技術・経営に関する支援を行う普及事業の、おおむね５カ

年間における基本的な方向付けと活動内容を示すもの。都道府県は、国

の示す運営指針を基本として定めることとされている。

広域活動組織

集落等およびその他関係者との協定に基づき、農用地、水路、農道等の

地域資源の保全管理等を実施する広域的な活動組織。

協定の対象とする区域は、昭和25年(1950年）２月１日時点の市町村程

度、または協定の対象とする区域内の農用地面積が100ha以上有するも

の。

耕畜連携
畜産農家から耕種農家(水稲､野菜等を栽培する農家)に家畜ふん堆肥を供

給したり、耕種農家から畜産農家に飼料を供給する等、相互に連携を図

ること。

口蹄疫

家畜伝染病予防法に定められたウイルスによる偶蹄類の疾病。国内発生

時には農場規模の殺処分などの防疫措置が講じられる。中国や東南アジ

アの国々にて散発しており、観光や物流などを通し国内へ持ち込まれる

ことが危惧されている。平成22年(2010年）４月から７月にかけて宮崎県

にて大規模な発生があり大きな損失を与えた。

高病原性鳥インフルエンザ

家畜伝染病予防法に定められたウイルスによる家きんの疾病。国内発生

時には農場規模の殺処分などの防疫措置が講じられる。中国や東南アジ

アの国々に常在し、渡り鳥により世界中に広がっている。平成16年に山

口県の養鶏場にて発生して以降、国内の養鶏農場にて散発的に発生が確

認されている。

湖底耕うん 湖底を貝曳き漁具（マングワ）等により耕すこと。

個別経営 規模拡大など経営発展に意欲的な農業者で法人を含む。

混住化 農村で兼業農家や非農家の割合が増えること。

【コ】

【キ】



59 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用　　　語 解　　　　説

コントラクター
畜産農家や耕種農家(水稲､野菜等を栽培する農家)から飼料の収穫・調製

作業等を請け負う組織。

再生利用が可能な荒廃農地

現に耕作に供されておらず、耕作の放棄により荒廃し、通常の農作業で

は作物の栽培が客観的に不可能な状態となっている農地（＝荒廃農地）

のうち、抜根、整地、区画整理、客土等により再生することにより、通

常の農作業による耕作が可能となると見込まれるもの。

在来魚介類 元々その場所（琵琶湖）に生息している魚や貝やエビ等。

魚のゆりかご水田
魚が水田まで自然に上れるような魚道をつくり、魚に優しい農業を実践

している水田。

刺網 魚の遊泳通過する所をさえぎるようにカーテン状に網をはる漁法。

しが型産地
滋賀県の園芸作物の生産において、産地規模が小さくても都市近郊の利

点を活かし、野菜、果樹等園芸品目を少量多品目生産し、地場供給する

ことにより安定経営を実現できる産地のこと。

滋賀県基本構想
県政運営の総合的な指針で、部門別の各種計画、ビジョンの基本とな

る。計画期間は平成27年度から平成30年度まで。

滋賀県農業水利施設アセッ
トマネジメント中長期計画

整備から廃棄するまでの総費用（ライフサイクルコスト）が最も経済的

となる保全更新対策をもとに、今後10年間に実施する対策（事業）を積

み上げた計画。

滋賀食肉センター

平成19年４月に近江八幡市で操業を開始した県内唯一の産地食肉セン

ター。牛・豚のと畜・解体を行うと畜場機能、食肉地方卸売市場機能、

部分肉加工機能を併せ持つ。高度な衛生管理手法であるHACCPを導入し、

平成26年度末現在、５カ国・地域の輸出施設認定を取得。

自給飼料
飼養する家畜に給与するために、畜産農家が自ら生産、または契約等に

より耕種農家が生産する飼料。

資源管理型漁業
漁業者が話し合い、漁獲サイズや時期を制限するなどして、限りある水

産資源を有効に利用し、漁業経営の持続的安定化を目指す漁業。現在、

琵琶湖ではセタシジミとニゴロブナを対象として取り組んでいる。

資源循環型養豚
エコフィードを通じた資源の有効利用や水田農業との連携による豚由来
堆肥の利用による飼料用米の生産など、地域資源を相互利用した養豚経

営。

市場出荷型園芸
広域（県域）でまとまって実需者や市場への出荷することにより、有利

で安定した取引先を確保し、市場等に安定供給できる園芸のこと。

収穫前契約
農作物が収穫される前に作付面積・収穫量について、販売契約を行う契

約方法。

就職就農者 農業を営む法人等に常雇いとして雇用された者。

集落営農
集落など地縁的にまとまりのある一定の地域内の農家が農業生産を共同

して行う営農活動。

集落営農型法人 農業法人となった集落営農組織。

集落営農組織 集落営農を行う組織。

受精卵移植技術
受精卵を雌牛の子宮内に移植し、妊娠させる技術。牛では、酪農家の副

収入の増加と黒毛和種の増産を目的とした、乳用牛への黒毛和種受精卵

の移植が一般的。

種苗放流 人が陸上施設等で生産した仔稚魚を天然の水域に放すこと。

少量土壌培地耕
滋賀県が独自で開発した、少量の土を使う養液栽培技術。水や肥料を循

環利用して節約する環境にやさしい栽培技術。

【シ】

【サ】
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用　　　語 解　　　　説

飼養衛生管理水準
家畜の伝染病を防ぐために家畜伝染病予防法で定められた、家畜(牛・

豚・鶏など)の飼養者が守るべき衛生管理の基準の遵守率がどのレベルに

あるかを示したもの。

食育

生きる上での基本であって、知育、徳育および体育の基礎となるべきも

のであり、様々な経験を通じて「食」に関する知識と「食」を選択する

力を習得し、健全な食生活を実践することができる人間を育てることを

いう。

食味ランキング

一般社団法人穀物検定協会において、炊飯した白飯を実際に試食して評

価する食味官能試験に基づき、毎年全国規模の産地品種について評価さ

れている米の食味のランキングで、「特Ａ」、「Ａ」、「Ａ’」、

「Ｂ］、「Ｂ’」の５段階の評価があり、「特Ａ」が最高ランク。

食料・農業・農村基本計画
食料・農業・農村基本法に基づき、食料・農業・農村に関し、政府が中

長期的に取り組むべき方針を定めたもの。情勢変化等を踏まえ、概ね5年

ごとに変更することとされている。

飼料用米 家畜の飼料原料として生産される米（稲の子実）。

循環かんがい施設
琵琶湖への濁水の流出を防止するため、田んぼから排出された農業排水

を、直接琵琶湖へ流すことなく、繰り返し用水として利用するための施

設。

新規就業者 計画では、新規就農者と新規漁業就業者の総称として用いている。

新規就農者

次の３者をいう。

①農家世帯員で、生活の主な状態が自営農業への従事となった者

②新たに農業法人等に常雇いとして雇用されることにより、農業に従事

することとなった者

③土地や資金を独自に調達し、新たに農業経営を開始した経営の責任者

新規参入者 土地や資金を独自に調達し、新たに農業経営を開始した経営の責任者。

人工河川

アユ資源の維持培養を目的として、天然河川のアユ産卵場と同じよう

に、砂利の大きさや流れの速さ等の産卵条件を整えて造ったアユを産卵

させるための人工の河川。安曇川河口と姉川河口の２カ所に設置してい
る。

水産有害生物
漁獲対象の魚介類を捕食し、その生息を脅かす生物。琵琶湖ではオオク
チバス、ブルーギルおよびカワウ。

砂地造成 泥地の湖底に砂を敷き、砂地の湖底を造り出すこと。

生物多様性

あらゆる生物種の多さ、およびそれらによって成り立っている生態系
※
の

豊かさやバランスが保たれている状態、ならびに生物が過去から未来へ

と伝える遺伝子の多様さを含めた幅広い考え方。

※生態系：湖沼、河川、森林、都市等の一定の場所にすむ全生物とその

環境

世界農業遺産

伝統的な農業・農法を核として、生物多様性、優れた景観等が一体と

なって保全・活用されている世界的に重要な農業システムを、国連食糧

農業機関（FAO)が認定するもの。概ね２年に１回、認定が行われてい

る。

世代をつなぐ農村まるごと
保全向上対策

多面的機能支払交付金制度の滋賀県における名称。現在、農村で生活す

る住民だけでなく、次世代にも農村の豊かさを伝え、地域ぐるみの活動

を継続していくことを目指して名付けられた。交付要件に農業排水の流

出防止等の環境に配慮した活動を加える等、制度上も、滋賀県独自の仕

組みになっている。

【ス】

【セ】
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用　　　語 解　　　　説

精密農業
精密農業を「複雑で多様なばらつきのある農場に対し、事実を記録し、

その記録に基づくきめ細かなばらつき管理を行い、収量、品質の向上及

び環境負荷低減を総合的に達成しようという農場管理手法である。

センシング技術

センサー（感知器）などを使用してさまざまな情報を計測・数値化する

技術の総称である。温度や音量、明るさ、衝撃の強さといった要素を定

量的データとして収集し、応用する技術全般が含まれる。センシング技

術のうち、離れたところにある対象を、遠隔操作によって感知して計測

する技術を特にリモートセンシングという。

戦略作物
経営所得安定対策における水田活用の直接支払交付金の助成対象とな

る、麦・大豆・飼料作物、加工用米、飼料用米等のこと。

粗飼料
牛が必要とする飼料で、発酵させた貯蔵飼料であるサイレージや乾草、

稲わらなど嵩のある繊維質飼料。

大豆３００Ａ技術
単収300kg/10aで１、２等のAクラス品質の生産を目標に開発された、地

域の気象条件や土壌条件に応じた大豆の耕起・播種等の栽培技術。

多面的機能
国土の保全、水源の涵養（かんよう）、自然環境の保全、良好な景観の

形成、文化の伝承など農村で農業生産活動が行われることにより生じ

る、食料やその他の農産物の供給の機能以外の多面にわたる機能。

地域農業戦略指針

水田農業を取り巻く状況が大きく変化する中で、持続性・発展性のある

地域農業と活力ある農村集落への再構築を図ることを目的に、集落自ら

が、現状・課題を認識し、地域の実情に応じた農業・農村の目指す姿を

描き、そこへ到達するために戦略的に活動ができる指針として、平成27

年3月に滋賀県が策定したもの。

畜産クラスター
畜産農家をはじめ地域の関係事業者が連携・結集し、地域ぐるみで高収

益型の畜産を実現するための体制のこと。クラスターはぶどうなどの房

を意味する。

地産地消
地域で生産された食材をその地域で消費すること。生産された農産物を

地域で消費する活動を通じて、消費者と生産者を結びつけ、信頼関係を

構築する取組。

中山間地域 平野の外縁部から山間地。

中山間地域等直接支払交付
金

中山間地域等の農業生産条件が不利な地域において、農業生産の維持に

より、耕作放棄地の発生防止や多面的機能を確保するため、５年以上継

続して営農活動を行うことを約束する農業者や生産組織等に対して支払

う交付金。

地理的表示保護制度（GI）

地域で育まれた伝統と特性を有する農林水産物・食品のうち、品質等の

特性が産地と結び付きがあり、その結び付きを特定できるような名称

（地理的表示）が付されているものについて、その名称を知的財産とし

て国に登録し保護する制度。登録産品にはＧＩマークを付けることによ

り、他と差別化を図ったり、消費者が安心して購入できることにもつな

がる。

低炭素社会
温室効果ガスの排出を大幅に削減し、気候に悪影響を及ぼさない水準で

大気中の濃度を安定化させると同時に、生活の豊かさを実感できる社

会。

電気ショッカーボート
水中に電気を流して、外来魚を気絶させて捕獲することを目的とした

船。

【ソ】

【タ】

【チ】

【テ】
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用　　　語 解　　　　説

伝統野菜
原産地が滋賀県内で概ね明治以前の導入の歴史を有し、外観、形状、味

等に特徴がある特産的な野菜でかつ、種子の保存が確実に行われている

野菜。

透視度
水の濁りの程度を表す指標で、数値が高いほど水が澄んでいることを表

す。

土地改良区
農地の整備や農業水路の維持管理等を行うことを目的として、土地改良

法に基づいて設立された農家の組織。住民と連携した地域づくりや地域

農業の振興のための活動も行っている。愛称は「水土里ネット」。

内湖
琵琶湖と水路で繋がっている琵琶湖の周囲にある小さな湖。元々は琵琶
湖の一部だったが、風や波や川からの土砂の堆積などで琵琶湖から切り

離されでできたもので、フナ類等の重要な産卵繁殖場所。

担い手
地域農業を支え、中心となって農業を実践する人や組織。本プランにお

いては認定農業者および集落営農組織を指す。

農業環境情報システム
土壌情報・気象情報・地形情報などの農業環境情報を組み合わせて，作

物生産を支援するシステムのこと。

農業法人
稲作を主体とする土地利用型農業をはじめ、施設園芸、畜産など、農業

を営む法人の総称

農商工連携
農林漁業者と商工業者等が、お互いの強みを活かして売れる新商品・新

サービスの開発や生産等を行ない、新たなビジネスを展開して行こうと

いう取組。

農場ＨＡＣＣＰ HACCPの考え方を生産現場に応用したもの。

農地中間管理機構

農地中間管理事業の推進に関する法律に基づき、農用地の利用の効率化

および高度化を促進するために、農地を借り受けて、担い手に貸付ける

業務等を行う組織で、本県では、公益財団法人滋賀県農林漁業担い手育

成基金が農地中間管理機構として指定されている。

農振農用地

農業振興地域
※
のうち、今後農業用に活用する区域として市町の農業振興

地域整備計画に定められた区域内にある農地等。

※農業振興地域：農業振興地域の整備に関する法律に基づき、農業の振

興を図るべき地域として都道府県知事が定める地域。

繁殖・肥育一貫経営
子牛を生産・育成する繁殖部門と、子牛を肥育して出荷する肥育部門を

同一の経営体で連続して行うこと。肉用牛経営では、繁殖経営と肥育経

営が分離されていることが多い。

ＨＡＣＣＰ
原材料から最終製品までの安全な食品をつくるための衛生管理の方法。

Hazard Analysis Critical Control Point（危害分析重要管理点）の

略。

播種前契約
農作物が作付される前に作付面積・収穫量について、販売契約を行う契

約方法。

場づくり
本計画では、ほ場、農業水利施設などの生産基盤や琵琶湖における漁場

や産卵繁殖場を保全するための取組を「場」づくりと定義した。

肥育素牛
肥育素牛とは、肥育(食肉とするために家畜を太らせること)を始める段

階の６～１２か月齢の子牛のこと。

【ト】

【ナ】

【ニ】

【ノ】

【ハ】

【ヒ】
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用　　　語 解　　　　説

琵琶湖環境研究推進機構

複雑化・多様化している琵琶湖環境の課題に対して、県の行政部局と試

験研究機関が一堂に会して、課題の把握から、調査研究の実施、研究成

果を踏まえた対策の立案に至る琵琶湖と環境の保全スキームとして平成

26 年4 月25 日に設置された。

琵琶湖八珍
県立安土城考古博物館が中心となって、平成25年に選定された琵琶湖を

代表する魚で、ニゴロブナ、ビワマス、コアユ、ハス、ホンモロコ、イ

サザ、ビワヨシノボリ、スジエビからなる。

普及事業

都道府県の農業技術職員が、農業技術・経営に関する支援を、直接農業
者に接し行う事業。具体的には、農業生産性の向上や農作物品質向上の

ための技術支援、効率的・安定的な農業経営のための支援、農村生活の

改善のための支援を行っている。

プライベートブランド
スーパーやコンビニエンスストアなどの小売業者が独自に企画・開発し

たブランド。

本作
米の生産調整を目的として作付を行う「転作」に対する表現で、米の生

産調整に左右されず農業者の経営判断に基づき作付が行われること。

みずかがみ
 2012年に滋賀県が育成した水稲品種。「滋賀66号」を母、「滋賀64号」

を父として人工交配を行い育成した。暑さに強く品質が安定し、食味は

「コシヒカリ」と同等以上の良食味の早生品種。

水ヨシ帯
湖辺にあるヨシ帯のうち、水に浸かっているヨシ帯で、フナ類の重要な

産卵繁殖場所。

誘客型園芸
地域特産物が育成され、都市からの来客で直売所等が賑わっており、ま

た、観光農園等新たな農業経営が展開されている園芸のこと。

遊漁者
漁業者が生活のために営む漁業とは異なり、レクリエーションとして釣

りなどにより魚や貝などを採捕する者のこと。

豊かな生きものを育む水田 かつての水田環境を取り戻し生物多様性を復元する取組を行う水田。

６次産業化
１次産業とこれに関連する第２次、第３次産業に係る事業の融合により

雇用と所得を生み出すこと。

【ユ】

【ロ】

【フ】

【ホ】

【ミ】


